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剏立150周年に向けて動き出した中長期計画“Waseda 

Vision 150”。2032年のWASEDAの研究ビジョンに「世界
の平和と人類の幸福の実現に貢献する研究」を掲げ、本学
の独剏的な研究が、人類の知を拡充・組織化し、環境・貧困・
災害・紛争等の地球的課題の解決に貢献することを目指し
ています。これまでも本学は、研究院体制を新たに整備し、
学術院の枠を越えた研究者間の交流の促進や本学が戦略
的に遂行すべき重点研究の剏出に取り組んできました。さ
らに、国内の他大学に先駆けて、専従の研究マネジメント人
材（URA：University Research Administrator）を配置した
研究戦略センターを設立し、研究者の学術研究活動とそれ

を取り巻く国内外の研究動向の調査による本学の研究力
の分析・評価を行い、本学が推進すべき研究戦略と実現可
能な方策を提言するなど、積極的に本学の研究力強化にも
取り組んできました。Waseda Vision 150では、研究ビジョ
ンが実現できる国際的に評価された研究拠点を形成する
ために、研究支援体制・制度の点検・強化、若手研究者プロ
モーションの推進、研究組織・体制の整備、国際共同研究の
推進を進めていくと同時に、社会の変革にも対応すべく新
たな研究分野の開拓にも挑戦し、よりよい未来の実現に寄
与する大学であり続けられるよう前進していきます。

世界平和と人類の
幸福の実現に貢献する研究

「国際研究大学」の地位を確立し、 
アジアのリーディングユニバーシティへ
グローバル化が進展する一方で、環境・エネルギー、貧困、地
域紛争など地球規模の課題が深刻化する今、真の世界平和
と人類の幸福を実現するためには、大学が中心となって新し
い価値観、新しい科学技術や社会システムのあり方を提示す
ると同時に、次の時代を牽引していく優れた人材を育成する
ことが求められています。早稲田大学は、こうした社会から
の要請に応えつつ、アジアのリーディングユニバーシティと
しての確固たる地位を築くために、2012年に新たな中長期
計画“Waseda Vision 150”を策定し、その具体化を図るた
めの研究教育および大学ガバナンスの改革を続けています。

“Waseda Vision 150”では、創立150周年を迎える2032
年に本学のあるべき姿（ビジョン）を思い描き、その実現に向
けた核心戦略と具体的なプロジェクトを提示しています。学
術研究面では、総合大学の強みである多様な分野での知の
集積を活用し、社会の複合的な課題の解決に結びついたイノ
ベーティブな独創的研究を発展させ、その成果を組織的な戦
略のもと社会へ還元していくことで、世界トップクラスの国
際研究大学、「研究のWASEDA」へ進化することを目指して
います。
2032年、「世界の平和と人類の幸福の実現に貢献する研究」
を展開する早稲田大学が、よりよい社会と明るい未来の創造
のため、世界を先導する姿を思い描き、その実現に向けた歩み
を進めています。

早稲田大学第16代総長。1970年早稲田大学法学部卒業、75年同大学院法学研究科博士
課程単位取得退学。78年フランス・パリ第2大学客員研究員。78年早稲田大学法学部助
教授、83年同教授。2005年早稲田大学大学院法務研究科長。10年11月より現職。専門は
民法。13年より教育再生実行会議座長を務める。

早稲田大学  総長

鎌 田 　 薫  KAMATA,  Kaoru
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国際研究大学への
飛躍に向けて
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早稲田大学では、Waseda Vision 150にもとづいた研究力強化の取り組みを実施する体制整備として、

新たに「研究力強化本部」を設置しました。総長を本部長とし、研究推進部と研究戦略センターが中心となって、

世界と競える研究集団の形成と、社会と結びついた実学の推進に取り組みます。

〈アジア〉
● 北京オフィス（中国）
● 上海オフィス（中国）
● 台北オフィス（台湾）
● バンコクオフィス
   〈早稲田エデュケーション・ タイランド〉（タイ）
● シンガポールオフィス（シンガポール）
● 早稲田バイオサイエンスシンガポール研究所
   （シンガポール）

〈北米〉
● サンフランシスコオフィス
   （アメリカ）

〈ヨーロッパ〉
● ブリュッセルオフィス
　（ベルギー）

国内外に広がる「知のネットワーク」
早稲田大学では、学内での研究拠点はもちろん国内外に数多くの研究拠点を構築しています。
これらの拠点をハブとして、国内外の研究機関や大学と共同研究等を幅広く展開しています。

研究力強化本部 〈方針決定、企画〉

参画

活発な学術研究を展開する多彩な研究機関

事業実施部門
全学研究会議

研究のWASEDAを実現する3つの方針
● 現代政治経済研究所
● 比較法研究所
● 法務教育研究センター
● 総合人文科学研究センター
● 教育総合研究所
● 商学学術院総合研究所 
   〈産業経営研究所・WBS 研究センター〉
● ファイナンス研究センター
● 理工学術院総合研究所
    〈理工学研究所・各務記念材料技術研究所〉

● 国際情報通信研究センター
● 環境総合研究センター
● 情報生産システム研究センター
● 人間総合研究センター
● スポーツ科学研究センター
● アジア太平洋研究センター
● 先端社会科学研究所

学術院に属する研究所

● 高等研究所
● 日本語教育研究センター
● 坪内博士記念演劇博物館

● 會津八一記念博物館
● 先端生命医科学センター
　（TWIns）

その他の研究組織

● 総合研究機構
● 重点領域研究機構
● イスラーム地域研究機構
● グリーン・コンピューティング・
    システム研究機構

● スマート社会技術融合研究機構
● 次世代自動車研究機構
● 次世代ロボット研究機構
● ナノ・ライフ創新研究機構
● 地域・地域間研究機構

研究院・研究機構

早稲田大学は、世界水準の優れた研究を進め、国際的に通用する研究
体制・環境の改善に取り組む世界的な成果が見込める大学として、文部
科学省「研究大学強化促進事業」に採択されました。本事業をWaseda 
Vision150の取り組みを重点的かつ強力に推進する原動力として位置付
け、事業推進母体に総長を本部長とする「研究力強化本部」を設置しまし
た。この研究力強化本部では、Waseda Vision150に基づいた研究の

WASEDAを実現するための3つの方針を打ち出し、世界と競える研究集
団の形成と社会と結びついた実学を推進します。そのための研究推進体
制の強化、研究環境の整備・改革の加速化と着実な取り組みの実行を通
して、国際研究大学としての地位を確立していきます。研究推進業務の高
度化と効率化を実現するURA体制の整備をはじめとする、研究マネジメ
ント体制の強化を行い、本学の研究活動の活性化を図っています。

研究力強化本部を設立

研究戦略センター
〈URA配置〉※

● 調査・分析　
● 研究推進制度改革
● 大型プロジェクト創造　
● 研究拠点形成

※ URA（University Research Administrator）： 
研究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメン
トの強化を支える人材

研究のWASEDAを実現する

研究推進・支援体制

海外拠点

海外協定校・海外研究機関

海外連携

企業、行政、研究機関、他大学

連携

研究支援

諮問・答申

研究推進部 
〈事業管理〉

● 制度設計　
● 体制整備　など

研究院・研究機構とは
早稲田大学では、学術院の枠を超えた研究者間の交流を活性化し、研究に必要
な支援体制の構築と実施、さらに大学が戦略的に遂行する重点研究の企画と運
営をなすための研究プラットフォームとして、研究院体制を構築しています。研究
院は、従来の研究所・センターとは別に、学際的研究の推進や国際的な共同研究
を推進することを目指した研究機構という組織を設けています。

社会に内在する根源的な問題を掘り起こ

し、それらの複合課題に対して学内外の力

を結集する研究チームを組織して課題を

解き、社会の未来へと繋げる研究に挑戦し

ていきます。

研究指向の展開
社会の課題と結び付いた
分野への新たな挑戦

強みのある研究領域を中心に多分野研

究者の協働による研究活動を促進し、集

団としてのプレゼンスを向上させていき

ます。そして幅広い年代で、独創性と生産

性の高い研究者が集積する競争的環境

を整備します。

研究の組織化
チーム型、組織型研究の
拡充・強化

国際共同研究の推進のための環境を整備

します。海外で展開する研究活動へのさ

らなるサポートや人材交流の促進、また

外国人研究者がチーム型研究に参画しや

すい仕組みも構築します。

国際化推進
国際共同研究への一層の
推進、国際人材の活用

RESEARCH  ACTIVITIES4 RESEARCH  ACTIVITIES 5



社会・経済ネットワークを通して技術
や情報がどう伝播し、それによって経
済がどう発展・成長するのか。データ
を用いて実証分析を行います。

次代のWASEDAの研究力の担い手
次代の中核研究者

Key Researchers

早稲田大学では「次代の中核研究者育成プログラム」を実施し、次代の早稲田の研究力を担
う研究者を選定。集中的な研究支援や環境整備など、組織的なサポートを行っています。
このプログラムは、文部科学省「研究大学強化促進事業」において本学が提案した「研究の
組織化：チーム型、組織型研究の拡充・強化」における「集団としてのプレゼンスの向上」を
実現する一つの方策として、また、Waseda Vision 150 核心戦略7「独創的研究の推進
と国際発信力強化」に基づくものとして、若手・中堅研究者を中心としたチーム型研究の
促進を図ることを目的としています。現在までに10名の研究者を厳選して世界トップレ
ベルの研究を推進しています。

次代の中核研究者とは？

経済成長におけるネットワークの役割を探る
戸堂ネットワークと経済成長プロジェクト
Key Researchers

政治経済学術院　教授　戸堂 康之

1991年東京大学教養学部卒業、94年アジア経済研究所
開発スクール修了、95年スタンフォード大学食糧研究所
修士課程修了、2000年同大学経済学部博士課程修了、博
士（経済学）。東京大学大学院新領域創成科学研究科国
際協力学専攻教授などを経て、14年より現職。
URL  http://www.f.waseda.jp/yastodo/

Key Researchers

クロマチンダイナミクスの構造基盤を解析
胡桃坂エピジェネティクス構造基盤プロジェクト

理工学術院　教授　胡桃坂 仁志

1989年東京薬科大学薬学部卒業、95年埼玉大学大学院
理工学研究科博士後期課程修了、博士（学術）、薬剤師。ア
メリカ国立保健研究所博士研究員、理化学研究所研究員、
早稲田大学理工学部（当時）助教授を経て、2008年より
現職。専門は構造生物学、分子生物学、生化学。

ゲノムDNA を核内に収納するクロマ
チン。この構造とダイナミクスによる、
エピジェネティックな遺伝子制御の
メカニズムを明らかにします。

URL  http://www.kurumizaka.sci.waseda.ac.jp/

Key Researchers

高精度放射線イメージセンサーの開発
片岡高精度放射線イメージングプロジェクト

理工学術院　教授　片岡 淳

1995年東京大学理学部物理学科卒業、2000年同大学院
理工学研究科博士課程修了、博士（理学）。東京工業大学
大学院理工学研究科助手、同助教、早稲田大学大学院先
進理工学研究科准教授を経て、14年より現職。専門は、ガ
ンマ線宇宙物理学、放射線応用物理学。

国際研究プロジェクトを通じて高エ
ネルギー宇宙物理学を牽引するとと
もに、革新的な放射線イメージセン
サーを開発し広く社会に還元します。

URL  http://www.spxg-lab.phys.waseda.ac.jp/

Key Researchers

IoT世界の実現に向けた技術課題に挑む
戸川 IoT集積システムプロジェクト

理工学術院　教授　戸川 望

1997年早稲田大学大学院理工学研究科博士後期課程
修了、博士（工学）。早稲田大学理工学部電子・情報通信
学科助手、北九州市立大学国際環境工学部助教授、早稲
田大学基幹理工学部情報理工学科准教授などを経て、
2009年より現職。専門は、集積回路設計とその応用技術。

あらゆるモノがネットワークに接続さ
れる「IoT世界」の構築に必要となる、
設計、セキュリティ、応用の3つの研究
課題に取り組んでいます。

URL  http://www.togawa.cs.waseda.ac.jp/

Key Researchers

人間支援ロボットテクノロジーの新展開
岩田心身覚醒RTプロジェクト

理工学術院　教授　岩田 浩康

2002年早稲田大学大学院理工学研究科機械工学専攻博
士後期課程修了、博士（工学）。早稲田大学大学院理工学
研究科講師、同生命医療工学研究所助教授、早稲田大学
理工学術院准教授などを経て、14年より現職。研究テー
マは、リハビリ支援システム、遠隔医療 IRTなど。

人の技能や心身機能を拡張するロ
ボットテクノロジーの基盤技術を確立
し、高齢者や障害者の症状改善およ
びQOL 向上への実用を目指します。

URL  http://jubi-party.jp/

Key Researchers

人の筋腱特性とその可塑性を包括的に研究
川上筋腱特性開拓プロジェクト

スポーツ科学学術院　教授　川上 泰雄

1988年東京大学教育学部体育学健康教育学科卒業、91
年同大学院教育学研究科身体教育学コース修了、博士（教
育学）。東京大学助手、同大学助教授、早稲田大学助教授
を経て、2005年より現職。専門は、バイオメカニクス、運
動生理学、骨格筋のメカニクス。

人間の骨格筋や腱組織の「機能」「形
態」「材質」に注目。身体運動機能へ
の作用メカニズムを解明し、効果的な
トレーニング方法を開発します。

URL  http://www.f.waseda.jp/ykawa/indexj.htm

理工学術院　教授　関根 泰

1998年東京大学大学院工学系研究科応用化学専攻博士
課程修了、博士（工学）。東京大学大学院工学系研究科応
用化学専攻助手、早稲田大学理工学部応用化学科助手、
同・理工学術院応用化学科准教授などを経て、2012年よ
り現職。また11年よりJSTフェローを兼務。

従来の触媒反応メカニズムによらな
い、低温での表面イオン伝導および
スピン伝導を活かしたまったく新し
い高効率触媒プロセスを開拓します。

URL  http://www.f.waseda.jp/ysekine/

表面イオン伝導を用いた新規反応系の構築
関根イオニクス触媒プロジェクト
Key Researchers

国際学術院　教授　ファーラー グラシア

1993年復旦大学外国語学部卒業、2007年シカゴ大学大
学院博士課程修了、博士（社会学）。お茶の水女子大学助
教、一橋大学地球社会研究専攻客員教授、早稲田大学大
学院アジア太平洋研究科准教授などを経て、14年より現
職。2014年度早稲田大学リサーチアワード受賞。

異なるスキル・レベルの労働者の国境
を越えた移動について、国際的な共
同研究を実施。政策提言などを通し
て社会に還元していきます。

URL  https://www.waseda.jp/gsaps/about/faculty/liu-farrer-gracia/

Key Researchers

労働者の国際移動とスキルについて考察
ファーラー国際労働移動プロジェクト

Key Researchers

企業の「非市場戦略」を理論的・実証的に研究
入山フロンティアの経営学研究プロジェクト

商学学術院　准教授　入山 章栄

慶應義塾大学大学院経済学研究科修士課程修了後、三
菱総合研究所を経て、2008年米ピッツバーグ大学経営大
学院より博士号（Ph.D.）を取得。米ニューヨーク州立大
学バッファロー校ビジネススクールのアシスタント・プロ
フェッサーを経て、13年より現職。

国際的な経営学で近年注目される企
業の｢非市場戦略｣や｢チーム・クリエイ
ティビティ｣をテーマに研究を展開。
社会への普及啓発を図ります。

URL  https://www.waseda.jp/fcom/wbs/other/1047

世界の中で日本文学・文化を再想像する
トエダ日本文学・文化再想像プロジェクト
Key Researchers

文学学術院　教授　十重田 裕一

1993年早稲田大学大学院文学研究科日本文学専攻修
了、博士（文学）。大妻女子大学専任講師、早稲田大学文
学部助教授を経て、2003年より現職。専門は日本近代文
学・文化。研究テーマは「モダニズム文学」「メディア検閲
と文学」「映画と文学」など。1994年窪田空穂賞受賞。

日本文学･文化について世界の優れ
た研究者と対話を重ねながら個人研
究･ 共同研究を推進。同時に次世代を
担う若手研究者を育成します。

URL  http://researchers.waseda.jp/profile/ja.4a7b2
4f8285ebf5678a6eddb414c949a.html

2015年度〜

2016年度〜 2017年度〜

Close up  P.8

Close up  P.10

Close up  P.12

次代の中核研究者　 Key Researchers　　   
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現状を把握し、
移民問題の解決策を探る
　グローバル化が進む現代、国境を越えた
人々の移動が活発になっています。一般的
な労働力としての移動のほか、高度人材（高
度専門職）の移動、転勤や留学による移動な
ど、形態も多様です。この状況を受けて、人
の移動に関する研究も世界中で盛んに行わ
れています。そのなかで私は主に、日本で暮
らす中国人移民や、近年では各国から日本
に来る移民について研究をしています。
　日本では最近、移民に関連した問題が起
きています。2015年にはベトナム人留学生
が過労の末に死亡する出来事がありました。
日本政府が「留学生30万人計画」を掲げる
一方で、こうした痛ましい現実があるので
す。また、日本は開発途上国から多くの外
国人技能実習生を受け入れていますが、一
部には過酷な労働環境に置かれる技能実習
生もいます。その一方で、日本政府は海外か
ら高度人材を呼び込みたいと考えているも
のの、なかなか定着に結びついていない問
題もあります。こうしたさまざまな問題に対
して、いったいどのような対策が可能なのか
を探るためには、国際移動の現状を具体的

に把握することが不可欠です。
　これを踏まえ、私は中核研究者として、異
なるスキル・レベルの労働者の国際移動パ
ターンや、外国人労働者のスキルに関する研
究に着手しています。ここで言うスキルは、
明確には定義しにくいもので、学歴や職業
的専門性のほかにも、語学力、文化に対応す
る柔軟性、コミュニケーション能力など、さ
まざまな要素が含まれます。また、スキル・
レベルは移動の過程でも高まっていくため、
固定的なものでもありません。今回のプロ
ジェクトでは、質的研究・量的研究の両方を
駆使し、異なるスキル・レベルの人々の移動
パターンを図式化することで、問題の包括的
な理解を目指します。日本や世界が直面す
る種々の移民問題の解決や、実効性ある移
民政策の提言などに、研究の成果をつなげ
ていく考えです。

人に備わる｢移動｣への
根源的欲求
　国際移動を研究し始めたのは、私自身が
人生で幾度も移動を経験してきたことが大
きく影響しています。生まれ育った中国で
は、人々は「戸口（フーコウ）」という戸籍制度
によって国内でも自由に移動はできず、特に
農村から都市への移動は厳しく制限されて
きました。そのため母と姉、私の3人は、上
海に住む父と長く別々に暮らさなければな
りませんでした。「なぜ人が自由に移動でき
ないのか」という問いが幼い心の中に膨らみ
ました。それと同時に、まだ見ぬほかの地
域への好奇心も募りました。かつての私の
ような人が、今も中国の農村には大勢いる
はずです。
　その後10歳のとき、上海で家族そろって
暮らせるようになり、復旦大学を卒業後、ア
メリカのシカゴ大学に留学。教育学で修士
号を取得した後、研究者である夫の日本赴
任に伴って一緒に日本に移り住みました。そ
れを機に、日本における中国人移民の研究
に取り組み始め、シカゴ大学の社会学の博
士課程へ。以来、人の移動についての研究
をライフワークとしています。

移民や移住など、国境を越える人々の移動（マイグレーション）について理論的

かつ多角的に考察を行うのが「国際移動」の研究分野です。アジア太平洋研究

科のファーラー グラシア教授は、国際移動の中でも特に日本をはじめとするア

ジア地域における人々の移動パターンに着目。ヨーロッパやアメリカの移動パ

ターンとの違いなど、比較研究にも取り組んでいます。今後、中核研究者として

国際移動の現状について包括的な理解を深め、その成果を移民問題の解決や、

移民政策の提言活動につなげていく姿勢です。

自由の象徴である
「人の移動｣を探究する

労働者の国際移動とスキルについて考察
ファーラー国際労働移動プロジェクト

1993年復旦大学外国語学部卒業、2007年シカゴ大学大学院博士課程修了、博士（社会学）。東北
大学社会階層と不平等研究教育拠点フェロー、お茶の水女子大学助教、一橋大学地球社会研究専
攻客員教授、早稲田大学大学院アジア太平洋研究科准教授を経て、2014年より現職。専門は、国
際移動、社会階層論、グローバリゼーションなど。2014年度早稲田大学リサーチアワード受賞。
URL  https://www.waseda.jp/gsaps/about/faculty/liu-farrer-gracia/

ファーラー グラシア　LIU- FARRER, Gracia

国際学術院　教授　（アジア太平洋研究科）

・ Liu-Farrer, Gracia. “Migration as Class-based Consumption: the Emigration of the Rich in Contemporary China”, China Quarterly, Vol. 224, pp. 499-518, 2016.

・ Liu-Farrer, Gracia. “Chinese Newcomers in Japan: Migration Trends, Profiles and the Impact of the 2011 Earthquake”, Asian and Pacific Migration Journal (APMJ), 
Vol. 22(2), pp. 231-257, 2013.

・ Liu-Farrer, Gracia. “Making Careers in the Occupational Niche: Chinese Students in Corporate Japan’s Transnational Business”, Journal of Ethnic and Migration 
Studies, Vol. 37 (6). pp. 785-803, 2011.

　■ 主要論文

　これまで、中国の農村から都市へ、そして
アメリカ、日本へと移り住みながら、それぞ
れの土地で言語や文化、社会を学んできま
した。もしもこれらの経験がなければ、私
は今とまったく違う人間になっていたでしょ
う。そして移動を経験するなかで、「人の移
動」は自由の象徴の一つであり、人間の根
源的な欲求であるという考えに至りました。
移動は、貧困や人権侵害などの困難な状況
から脱却する最も有効な手段となり得ます。
それぞれの夢をかなえようと移動する人も
多くいます。自由な移動は、すべての人に保
障されるべき基本的な人権だと私自身は位
置づけています。

「移動する人」と｢社会｣ の
調和を目指して
　研究に取り組む上で、早稲田大学アジア
太平洋研究科の有利な点は、第一に、学生
の7割を留学生が占める国際的な環境です。
言語や文化的な背景も多岐にわたり、研究
対象としても重要な意味を持ちます。学生
たちが自身のバックグラウンドに関連した
国際移動の課題に取り組むことで、研究の
幅は大きく広がります。
　また、本研究科のもう一つの大きな利点
であり、同時に早稲田大学全体の特色とし
て挙げられるのが、学問領域の枠を超えた
研究を進めやすい点です。本研究科のほか
にも言語教育学、労働経済学などの分野で、
国際移動に関連する研究に取り組む教員が
います。今後はさらに学際的な連携も進め
たいと考えています。
　日本人は移民を「遠い世界の話」のように
捉えがちですが、そんなことはまったくあり
ません。例えば築地市場で、あるいは解体
工事現場で、新聞配達員として、実にたくさ
んの外国人が実際に働いています。彼らが
すでに日本社会において重要な存在である
ことは間違いないでしょう。この先、労働人

口の減少に直面する日本が、一定の経済成
長を維持していくためには、外国人労働者
を受け入れなければならないことは明らか
なのです。
　移動する人と、受け入れる側の社会とが、
どう調和し共存していけるか。現状をより
良く変えていく方法は必ずあるはずだと信
じ、研究に臨んでいます。今後、学内の移民
研究センターの設立を目指すとともに、本研
究科を拠点に、移民研究者の国内外ネット
ワークを築き、成果を社会に還元していきた
いと考えています。

#01
C l o s e  u p

Key Researchers

▲東京のネパール人学校

▲シンガポールにあるインドの送金センター

▲寿司を提供するウイーンの中華レストラン

▲自国に持ち帰るため金を選ぶインド人とバングラデシュ人の労働者
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化学反応を能動的に
制御する
　京浜工業地帯などに立ち並ぶ大規模化
学プラントのほとんどは、触媒反応を利用し
て運用されています。触媒反応を進めるに
は500～700度もの高温に加熱する必要
があり、膨大なエネルギーを要するのが現
状です。これをもし低い温度で実行するこ
とができれば、エネルギーの消費を大幅に
抑えつつ、手軽に触媒を利用できるようにな
ります。私の研究室では、こうした低温でも
作動可能な触媒システムの研究開発に取り
組んでいます。その一つが触媒に弱い電場
をかける方法で、これにより、わずか150度
ほどの温度でも十分な速度でメタンと水蒸
気を反応させて水素を作り出すことに成功
しました。さらに、電場の中で反応中の触
媒の状態を観察することで、そのメカニズム
の立証にも成功。これが、表面イオン伝導
の作用を利用した新しい触媒反応メカニズ
ムです。
　従来の触媒反応は、高温下に置くことで
分子が動くのを待つ、言わば「鳴かぬなら、
鳴くまで待とう」のスタンスでした。それに
対して私のグループが研究する技術は、外部

から電場をかけて分子を動かしてやる、つま
り「鳴かせてみよう」という能動的な制御で
あり、これまでの教科書にはまったくない概
念です。
　この技術を用いることで、次世代のクリー
ンエネルギーとして期待される水素を、必要
なときに簡便に生成することが可能となり
ます。エネルギー問題や環境問題の解決に
もつながり得る技術と言えるでしょう。今
回、「次代の中核研究者育成プログラム」に
選定された研究プロジェクトでは、これまで
の発見をベースとして、現象の完全な解明を
図り、新しい学理体系の構築と応用展開に
向けた研究を進めていきます。さらに、電子
のスピン流を活かした、より高効率な触媒
プロセスの開拓にも挑んでいきます。

目指すのはシンプルで
無駄のない循環社会
　低温でも作動する触媒システムを確立し
実用化できれば、水素の製造にとどまらず、
例えば太陽の熱で化学プラントを動かすと
いったことも可能になるかもしれません。ま
た、家庭内や自動車など、熱源が限られた場
所にも化学反応を持ち込めるようになるで
しょう。従来の常識ではあり得なかったこと
が現実となり、新たな世界が広がっていく。
その意味で、実用化はパラダイムシフトにつ
ながる生産技術の誕生ともなるはずです。
　家庭に化学反応を持ち込むことができれ
ば、もしかしたら、手近にある不要なプラス
チック製品を原料に、新しいプラスチック製
品を各家庭で自由に作ることができるよう
になるかもしれません。現状では、ポリバケ
ツを1つ買うにしても、そこに至るまでに気
の遠くなるほどの工程と膨大なエネルギー
消費を伴っています。まず中東で石油を採
掘し、シンガポールに運んで中間の石油化
学製品を製造し、次に中国に運んでプラス
チック原料に加工してバケツを製造。それ
を日本の小売業者が船で輸入し、国内各地
の店舗に流通させ、それを私たちが買いに

従来とは異なる触媒反応プロセスを用いて、低い温度での水素の製造や炭化

水素資源を有効利用する仕組みの開発に取り組む、先進理工学部・関根泰教

授。2016年には、この新しい触媒反応による水素生成のメカニズムの立証に

成功し、イギリスの科学誌「Scientific Reports」に12月1日付で掲載され

ました。この技術により、必要なときに簡便に水素を作り出すことが可能とな

ります。エネルギーや環境など地球規模の課題の解決にも寄与できる技術とし

て、基礎理論のさらなる解明と、実用化への道筋作りに挑んでいます。

触媒反応の新技術で
エネルギーの未来を描く

・ S. Ogo, Y. Sekine,“Catalytic reaction assisted by plasma or electric field”, The Chemical Record, in press. doi: 10.1002/tcr.201600127.

・ R. Manabe, S. Okada, R. Inagaki, K. Oshima, S. Ogo, Y. Sekine,“Surface protonics promotes catalysis”, Scientific Reports, 6, 38007, 2016.

・ K. Sugiura, S. Ogo, K. Iwasaki, T. Yabe, Y. Sekine,“Low-temperature catalytic oxidative coupling of methane in an electric field over a Ce-W-O catalyst system”, 
Scientific Reports, 6, 25154, 2016.

　■ 主要論文

行くことでようやく手にできるのです。こう
した回りくどい物質の流れも、家庭でプラス
チックの再利用ができたなら、もう必要はな
くなります。
　バケツはあくまでもたとえですが、つまり
私が目指したいのは、エネルギーや物質が
極力シンプルに無駄を省いた形で循環され
る社会です。私は常日ごろから、「未来はか
くあるべき」という理念を最初に掲げて、そ
こから研究を組み立てていく姿勢が研究者
には大切だと考えています。単に目につい
た研究テーマを拾い上げて取り組んでいる
だけでは、やがて方向を見失い、時代の流
れの速さに取り残されてしまうでしょう。研
究室の学生にも、時事問題に関心を持って
常に視野を広く保つよう伝えています。ま
ず間口を広く取らなければ、深く掘り進める
ことはできないからです。

あるべき未来と今をつなぐ
橋渡しに
　研究の道を歩むことになるとは、大学に
入った当初は想像もしていませんでした。そ
もそも化学は大の苦手で、共通一次試験
の理科でも化学は選択しなかったくらいで
す。さまざまな縁や選択を経て研究の世界
に入ったわけですが、落ちこぼれからの出発
だったからこそ、ほかの人が選ばないような
道を進んで来られたのかもしれません。正
確には、それは道ですらなく、うっそうと茂
るやぶの中をかき分けながら歩くようなも
の。どちらに進むべきかの目印は何もない
世界です。それだけに、宝を見つけたときの
喜びはひとしおで、それが私にとっての研究
の醍醐味と言えます。この先、私が開拓し
た脇道を歩く人がどんどん増えて、いつしか
そこが高速道路になるかもしれない。そう
想像する楽しみは、最初から築かれた高速
道路を進んでいては味わえないものです。
　未来のエネルギーのあり方は、現在のよ
うな局所集中型から、分散型へと移行して
いくはずです。例えば今、電気は発電所で
生産され、変電所を経てオフィスや家庭へ
と運ばれます。これに対して未来では、コ

ンピュータの世界と同じように、互いがネッ
トワークでつながってエネルギーを共有し
ながら効率的に使う時代になると予想して
います。ただしそこに到達するには50年、
あるいは100年の歳月を要するでしょう。
未来のあるべき姿と今との橋渡しをするブ
リッジング・テクノロジーとしても、この新
たな触媒反応メカニズムの技術にさらに磨
きをかけたいと考えています。

表面イオン伝導を用いた新規反応系の構築
関根イオニクス触媒プロジェクト

1998年東京大学大学院工学系研究科応用化学専攻博士課程修了（工学博士）。東京大学大学院工
学系研究科応用化学専攻助手、早稲田大学理工学部応用化学科助手、同・ナノ理工学研究機構講師、
同・理工学術院応用化学科准教授などを経て、2012年より現職。また2011年よりJSTフェロー
を兼務。石油学会論文賞、日本エネルギー学会進歩賞、FSRJ 研究進歩賞などを受賞。
URL  http://www.f.waseda.jp/ysekine/

関 根  泰 　SEKINE, Yasushi

理工学術院　教授　（先進理工学部）
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▲関根研のメンバー
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より直感的で分かりやすい
道案内を追究
　パソコンやスマートフォンといった従来の
情報・通信機器に加えて、家電や自動車、ロ
ボット、施設など、全てのモノがネットワー
クに接続されて互いにつながる世界が、近
い将来やって来ると言われています。IoT

（Internet of Things、モノのインターネッ
ト）と呼ばれるもので、総務省の平成28年
版情報通信白書によると、2020年にはIoT
デバイスの数は世界で300億個を超え、社
会インフラを含めて急速なIoT化が進むと
予測されています。
　私の研究室で現在開発に取り組む地図情
報システムも、IoT応用技術の一例です。こ
れは、眼鏡型や腕時計型のウェアラブルデバ
イスを用いた歩行者向けのナビゲーション
システムで、眼鏡型の場合は、AR（拡張現実）
を使って案内を行います。このデバイスを着
けて街を歩くと、見ている現実の景色に地
図情報が重なって映り、より直感的で分か
りやすい道案内が可能となります。
　このようなIoTの応用が今後どんどん広
がっていくなかで重要になるのが、わずかな
エネルギーでも持続的に動くIoTデバイス

の開発です。というのもこの先、森林や海
上、宇宙など、安定した電力が得られないよ
うな場所でもIoTデバイスは広く使用される
はずであり、それらの環境下では、太陽光や
振動などを用いた電力の自給自足が必要と
なるからです。また部品交換も容易にはで
きないため、IoTデバイスそのものがメンテ
ナンスフリーで長時間安定して動くことも必
須になります。微小な電力供給でも数十年
単位で継続して動作するIoTデバイスを実
現するために、私たちの研究室では、その主
要部品である集積回路（IC ）に着目。より小
型で、より電力消費が少なく、かつ頑丈な回
路設計技術の開発にも取り組んでいます。

急がれるIoTの
セキュリティ対策
　回路設計技術に加えてもう一つ、IoT時代
の到来にあたって重要になるのが、セキュリ
ティ対策です。あらゆるモノがネットワーク
でつながると、それだけ不正が起きる可能性
も高まります。特に、IoTデバイスは規格もさ
まざまに異なるため、画一的なセキュリティ
対策をとることが非常に難しく、多様な外部
攻撃を受ける危険性が高いのが現状です。
もしもIoTデバイスの中に悪意を持った回路
が組み込まれるようなことがあれば、ネット
ワークを通じて情報が勝手に盗まれたりば
らまかれたりするかもしれません。あるいは
もし、IoT化された電力インフラが外部攻撃
を受けたならば、停電による医療施設や公共
交通の機能不全など、甚大な被害が予想さ
れます。研究室では、IoTセキュリティに関す
る研究も進めており、集積回路の中に不正に
仕込まれた不正動作を誘引する回路（ハード
ウェアトロイ）を正しく発見する技術を世界
で初めて開発しました。さらに、機械学習を
用いることで、未知のハードウェアトロイで
あっても、高い検出率で見つけ出すことに成
功しています。

世の中のあらゆるモノがネットワークでつながる世界、いわゆる「IoTの世界」

が、近年急速に現実化しています。IoTは、私たちの社会をより便利に、豊かに

すると考えられる一方で、その実現までには、解決すべき大きな技術的課題が

複数存在していると基幹理工学部の戸川望教授は指摘します。IoT 時代をリー

ドするべく、研究室では20 ～ 30代の若手研究者が主体となり基盤技術から

応用技術まで、多岐にわたる研究を展開しています。

最先端の情報通信技術で
IoT時代をリードする

　■ 主要論文

　ここまでに挙げた①地図情報システム
（IoT応用）、②回路設計技術（IoT設計）、③
セキュリティ技術（IoTセキュリティ）が、私の
研究室におけるテーマの三本柱です。今回

「次代の中核研究者育成プログラム」に選定
された研究プロジェクトにおいても、これら
3つの研究を同時並行的に進め、発展させて
いく考えです。
　IoTを扱う上で忘れてはならないのは、IoT
は、何かに応用されて初めて価値を生むとい
うことです。それは必ずしも情報通信系と
は限りません。例えばトンネルや鉄橋など
の状態を監視するモニタとしての応用であれ
ば、本学の創造理工学研究科との連携も出
てくるでしょう。電力のIoT化なら、先進理
工学研究科との連携も考えられます。また、
IoT化に伴う社会の変化や法整備について
も考える必要があり、理工系だけにとどまる
テーマでもありません。今後プロジェクトを
進めていく過程では、必要に応じて他の領域
の研究室とも積極的に連携を図りたいと考

えています。

規模を活かして多分野の
研究を同時展開
　普段から研究においては、学生1人1人が
主役であるべきだと私は思っています。そ
のため、現在研究室に在籍する学部生・院
生・若手研究者など約20人のメンバーは、
それぞれ自分のテーマを個別に持ち、研究
を進めています。研究室がカバーする分野
が基盤技術から応用技術まで、さらには
ハードウェア技術からソフトウェア技術まで
多岐にわたるのはこのためです。この研究
体制を敷くことができるのも、意欲を持った
優秀な学生たちが、まとまった人数集まって
いるからこそ。それが、早稲田大学の研究
環境の最大の魅力だと私は捉えています。
加えて、企業との共同研究を活発に進める
上で、キャンパスが都心にあることも大きな
メリットです。学生を連れて相手先企業を
訪問したり、企業の方に気軽に大学に立ち
寄っていただいたりと、緊密にコミュニケー
ションをとりながら研究を深めていける環
境があります。
　情報通信分野の研究に携わる醍醐味は
何と言っても、短いスパンで技術が進化して
いくダイナミックさにあるでしょう。変化が

速い分、最近の知識ですらすぐに通用しなく
なってしまいます。私自身も気を緩めること
なく学び続けながら、常に新鮮な気持ちで、
学生とともに研究ができることに喜びを感
じています。

・ Masaru Oya, Noritaka Yamashita, Toshihiko Okamura, Yukiyasu Tsunoo, Masao Yanagisawa, and Nozomu Togawa, "Hardware-trojans rank: quantitative evaluation of 
security threats at gate-level netlists by pattern matching", IEICE Transactions on Fundamentals of Electronics, Communications and Computer Science, vol. E99-A, 
no. 12, pp. 2335-2347, 2016.

・ Tatsuro Kojo, Masashi Tawada, Masao Yanagisawa, and Nozomu Togawa, "A bit-write-reducing and error-correcting code generation method by clustering ECC 
codewords for non-volatile memories," IEICE Transactions on Fundamentals of Electronics, Communications and Computer Science, vol. E99-A, no. 12, pp. 2398-
2411, 2016.

・ Masaru Oya, Youhua Shi, Masao Yanagisawa, and Nozomu Togawa, "A score-based classification method for identifying hardware-trojans at gate-level netlists," 
IEEE/ACM Design and Test in Europe Conference 2015, pp. 465-470, 2015.

IoT世界の実現に向けた技術課題に挑む
戸川 IoT集積システムプロジェクト

1997年早稲田大学大学院理工学研究科電気工学専攻博士後期課程修了（工学博士）。早稲田大学
理工学部電子・情報通信学科助手、北九州市立大学国際環境工学部助教授、早稲田大学基幹理工学
部情報理工学科准教授などを経て、2009年より現職。専門は、集積回路設計とその応用技術、セ
キュリティ技術。電気通信普及財団テレコムシステム技術賞（2011年）ほか受賞多数。
URL  http://www.togawa.cs.waseda.ac.jp/

戸 川  望 　TOGAWA, Nozomu

理工学術院　教授　（基幹理工学部）

#03
C l o s e  u p

Key Researchers

▲ IoTデバイスが動作中に電気容量変化を検出し、不正動作
を検知する回路

▲試作した集積回路と評価ボード

▲時計型ウェアラブル端末とその上に表示される略地図。時
計型ウェアラブル端末でも見やすい地図を表示している

▲眼鏡型ウェアラブル端末。実際に見ているものの上に各種
の情報を重畳することができる
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　社会と時代のニーズをいち早くキャッチアップし、様々な学問領域を
横断する多面的なアプローチを通じて人類社会の発展と福祉に資する
先端的研究を育むことを目的として、「プロジェクト研究所」の制度が
2000年4月に発足しました。このプロジェクト研究所の顔ぶれはきわ
めて多彩であり、「時代の社会システムを創造する」、「文化の継承・発
展に資する」、「地域社会の未来に貢献する」、「新しい教育のあり方を探
る」、「科学技術の最先端に迫る」の５つのテーマのもと、4名以上の専
任教員が、所属する学術院や文系・理系の研究分野を問わず集まり、
参画する研究者からの研究参加費と外部資金をもとに様々な研究課
題を設定して自由で柔軟な研究活動を時限的に展開しています。また、
学外の研究者にも研究員として参画していただくことで、本学を中核と
した研究組織がグローバルに展開されています。
　このような多種多様な約120のプロジェクト研究所群の運営を統括
しているのが本機構であり、本学全体の教員、研究者の研究活動を活
性化し、とりわけ社会連携に基づく研究活動を促進する研究母体とし
て大きな役割を担っています。

　一方、このように独自のテーマに基づいて自由に活動するプロジェク
ト研究所ですが、本機構は、傘下のプロジェクト研究所の活動状況を
把握し、課題を洗い出し、更なる研究の発展を促すため、定期的に研究
所の評価を行っています。原則5年を活動期間とするプロジェクト研究
所に対し、3年経過後および5年終了時に評価を実施し、研究所設置
主旨との整合性、研究計画の実施状況と達成度、研究成果の状況と公
表状況、財政状況、社会に対するアピール度など、プロジェクト研究所
として健全な活動が推進されているか多面的総合的に確認し、更なる
研究促進に向けたアドバイスを行っています。
　あるいはまた、本機構は傘下のプロジェクト研究所の設置・廃止や研
究員等人事の受け入れなどに関する調整業務、民間企業や公的機関
との受託・共同研究契約の締結支援、寄付金等の受入れ対応や、研究
成果を広く公表するため出版やシンポジウム開催に対する助成も行っ
ています。また、年に一度、顕著な研究成果をあげた複数のプロジェク
ト研究所の合同シンポジウムとして「研究成果報告会」を実施するほか、
研究機構誌「プロジェクト研究」（査読論文・査読研究ノート・研究活動
報告を掲載）の発行なども行っています。

コラボレーションで進化する学際的研究拠点

総合研究機構
Comprehensive Research Organization

設　置  研究院　　 設立年  2000年　　 教員・研究所員数  2,057人（学外：1,242人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/cro/

▲ファミリービジネス研究所

▲東アジア都城・シルクロード考古学
研究所

▲比較考古学研究所▲宇宙科学観測研究所▲奈良美術研究所 地蔵菩薩像 
（埼玉県浄山寺）

● IT戦略研究所
● アジア・サービス・ビジネス研究所
● アミューズメント総合研究所
● 意思決定研究所
● イスラム科学研究所
● イノベーション・ファイナンス国際研究所
● 移民・エスニック文化研究所
● 宇宙科学観測研究所
● エジプト学研究所
● エルダリー・ヘルス研究所
● 応用脳科学研究所
● オーストラリア研究所
● オペラ／音楽劇研究所
● 会計研究所
● 海法研究所
● 学力向上研究所
● 価値創造マネジメント研究所
● 韓国学研究所
● ≪企業法制と法創造≫総合研究所
● キャリアデザインと学習サービス研究所
● 教師教育研究所
● 凝縮系物質科学研究所
● クレジットビジネス研究所
● グローバル生産･物流コラボレート研究所
● ゲームの科学研究所
● 言語情報研究所
● 現代教育実践研究所
● 現代死生学研究所
● 現代中国研究所
● 建築学研究所

● 公共政策研究所
● 構造生物・創薬研究所
● コーチング研究所
● 国際ファミリービジネス総合研究所
● 国際不動産研究所
● ことばの科学研究所
● 災害復興医療人類学研究所
● 参加のデザイン研究所
● CCDL研究所
● ジェンダー研究所
● 資源戦略研究所
● システム競争力研究所
● 自動車・部品産業研究所
● ジャーナリズム研究所
● 社会安全政策研究所
● 社会シミュレーション研究所
● 社会連携研究所（RBSL）
● 消費者行動研究所
● 情報教育研究所
● 水稲文化研究所
● スポーツ栄養研究所
● スポーツ産業研究所
● スポーツナレッジ研究所
● スポーツビジネス研究所
● 先史考古学研究所
● 先端ベンチャー・起業家研究所
● 総合政策科学研究所
● ソーシャルメディアデータ研究所
● 多民族・多世代社会研究所
● 地域社会と危機管理研究所

● 知的財産法制研究所
● 中央ユーラシア歴史文化研究所
● 中国現代文化研究所
● 中国語教育総合研究所
● 中国古籍文化研究所
● 中部地域産業振興研究所
● 朝鮮文化研究所
● データサイエンス研究所
● デジタル・ソサエティ研究所
● 電子政府・自治体研究所
● 東京安全研究所
● 都市・地域研究所
● 都市と美術研究所
● トランスナショナルHRM研究所
● 奈良美術研究所
● 日本古典籍研究所
● 日本宗教文化研究所
● 発育発達研究所
● 波動場・コミュニケーション科学研究所
● パブリックサービス研究所
● 比較考古学研究所
● 東アジア都城・シルクロード考古学研究所
● 東アジア法研究所
● ビジネス・テクニカル・コミュニケーション研究所
● ヒューマノイド研究所
● ヒューマンリソース研究所
● 複雑系高等学術研究所
● 文化財総合調査研究所
● 紛争交渉研究所
● 平和学研究所

● ベトナム総合研究所
● 保険・共済総合研究所
● 保険研究所
● ポストケインズ派経済学研究所
● ホリスティック物理学研究所
● マーケティング・コミュニケーション研究所
● マニフェスト研究所
● メディア研究所
● メディア・シティズンシップ研究所
● メディアデザイン研究所
● メディア文化研究所
● ユネスコ世界遺産研究所
● ヨーロッパ中世・ルネサンス研究所
● ラグジュアリー ブランディング研究所
● 流体数学研究所
● リンアトラス研究所
● 臨床教育科学研究所
● 臨床法学教育研究所
● レジリエンス研究所
● ロシア研究所
● 早稲田環境学研究所
● 早稲田ブルー・オーシャン戦略研究所

研究所一覧

　先進的な学術・研究を通して21世紀の地球規模の課題探索や解決
に貢献することは、国際的研究大学を目指す本学の責務であり、その
ためには、学術院・研究機構等の組織の枠を超えて研究者が結集し、
早稲田大学が他大と比較して強みを有している分野のさらなる強化を
図るとともに、国際化・国際共同研究等の一層の加速により、世界と競
える研究者集団を形成し、社会と結びついた実学の推進を図る必要が
あります。
　重点領域研究機構は、2009年の発足以来、本学の「強み」を具体的
な先端研究として顕在化させ、拠点形成の実現を目指す全学的なチー
ム型研究を重点領域研究として位置付けてきました。この重点領域研
究の推進を通して、人材育成を含む本学の研究の活性化を行い、新た
な外部研究資金の獲得や外部組織との連携等を通した自立性・持続
性のある研究体制の確立を目指すとともに、その研究成果を広く社会
に還元することで上記の課題解決に繋げ、よりよい社会の実現に貢献
します。
　最長5年の重点領域研究の実施期間において、研究課題を実施す
るプロジェクト研究所の多様な研究活動を支援しつつ、事前評価、中
間評価、事後評価を体系的に組み込んだ評価システムにより、実効性
のある研究マネジメントを行い、プロジェクト・マネージャーによる進行
管理体制も整えました。

　これまで展開してきた、重点領域研究領域およびプロジェクト研究所
は以下のとおりです。
■	日本学・日本文化研究の国際発信・交流
	 ・20世紀メディア研究所
	 ・国際日本文学･文化研究所
■	グローバリゼーション下の制度：法・企業・マーケット
	 ・現代日本社会システム研究所
	 ・比較法学総合研究所
	 ・知的財産拠点形成研究所
	 ・消費者行動研究所
■	エコ・エネルギー・ソサイエティのための科学技術
	 ・先進グリッド技術研究所
■	健康・医療の新潮流形成
	 ・応用脳科学研究所
■	地球の中でのアジアの共生
	 ・アジア・サービス・ビジネス研究所
	 ・東アジア「仏教」文明研究所
	 ・アジア・ムスリム研究所
■	持続性のための政策・産業・ジャーナリズム
	 ・産業エコロジー研究所
■	多様な循環型生活基盤の形成
	 ・環境調和電気電子材料研究所
	 ・グリーンデバイス研究所
	 ・循環型環境経済共創システム研究所
■	数理・物理等基礎科学を中心とした未来開拓科学
	 ・非線形偏微分方程式研究所
	 ・光科学研究所
	 ・宇宙科学観測システム研究所
■	大規模災害からの復興と新社会システムの構築
	 ・東日本大震災復興研究拠点・先端環境医工科学研究所
	 ・東日本大震災復興研究拠点・複合災害研究所
	 ・東日本大震災復興研究拠点・自然文化安全都市研究所
■	バイオサイエンス、フィジカルバイオロジー、ナノバイオテクノロ
ジー、バイオイメージング、ケミカルバイオロジー

	 ・早稲田バイオサイエンスシンガポール研究所
■	超高齢社会におけるパラダイムシフト
	 ・アクティヴ・エイジング研究所
■	生産からサービスまでを見据えた融合型農林水産学の展開
	 ・持続型食・農・バイオ研究所
■	21世紀型安心安全社会の実現と生活の質の向上
	 ・医療レギュラトリ―サイエンス研究所
	 ・医学を基礎とするまちづくり研究所
■	21世紀型環境・エネルギー問題の解決
	 ・環境医科学研究所
	 ・環境経済・経営研究所

大学の戦略による重点領域研究の推進

重点領域研究機構
Organization for University Research Initiatives

▲シンガポールWABIOSオフィス

▲ Singapore Polytechnicとのジョイントシンポジウム2016

設　置  研究院　　 設立年  2009年　　 教員・研究所員数  142人（学外：65人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/ori/
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知覚情報システム

研究所研究所

グローバルロボット

アカデミア研究所

グローバルソフトウェア
エンジニアリング研究所

アドバンストマルチコア
プロセッサ研究所

　イスラーム地域研究は、イスラームとその文明に関する実証的な知
の体系を築こうとする研究分野です。その実現のために本機構では、「現
代問題への歴史的アプローチ」と「地域間比較」を重視し、その成果を
学界と社会に還元しています。学界に対しては、毎年『イスラーム地域
研究ジャーナル』を刊行し、研究成果を公表しています。社会に向けては、
講演会やシンポジウムを開催し、最新の知見を広く提供しています。そ
の成果の一部は、桜井啓子編『イスラーム圏で働く』（岩波書店、2015
年）として刊行されました。
　本機構は2008年に設置されましたが、その二年前から人間文化研
究機構（NIHU）との共同研究が開始されていました。国内の五つの
研究拠点から構成されたこの共同研究は二期十年にわたって続けら
れ、本機構はその中心拠点として事業を推進しました。同時に本機構
は2008年度から現在に至るまで、文部科学省によって「共同利用・共
同研究拠点」に認定され、多様な公募研究を実施しています。さらに
2011年度から16年度には、日本学術振興会の拠点形成事業にも採
択されました。このように本機構は、日本におけるイスラーム地域研究
のまさに中心に位置しています。

　以上の実績を踏まえ、今後本機構は以下の事業を推進していきます。
第一に、海外の研究拠点との共同研究です。国際的な広がりをもつ新
時代の共同研究を、本学を中心に構築します。そしてそれを推進するた
めに、国内では、公募研究を通じて幅広い人材の参加を促します。国
際的には、主にイスラーム地域の研究拠点との繋がりを強化します。第
二に、本機構の機器類や資料のさらなる活用です。本機構には、文部
科学省の事業によりすでに多くの資料が招来されていますが、その存
在をさらにアピールし、有効に活用できるような環境を整えます。
　現在の日本においてイスラームやイスラーム地域のイメージは、相次
ぐテロや、いわゆる「イスラーム国」のために、率直に言って芳しいもの
ではありません。しかし、それによってイスラーム地域研究の重要性が
減じるわけではなく、むしろ増加したと言えましょう。そもそもそのよう
な事件の有無にかかわらず、イスラーム教徒の人口は、今世紀中にキリ
スト教徒を抜き、世界第一位になると予想されています。これからの世
界を展望するにはイスラームへの理解が欠かせません。本機構はその
ような要請に応えるべく、研究の深化と成果の発信につとめます。

イスラーム文明に関する実証的な知の体系の構築 地球に優しい低炭素社会の実現に向けたＩＣＴ基盤技術の構築

イスラーム地域研究機構
Organization for Islamic Area Studies

グリーン・コンピューティング・システム研究機構
Green Computing Systems Research Organization

▲カイロ（エジプト）の夜

▲イスタンブル（トルコ）の古書店

▲イスラームの犠牲祭を祝う対聯（中国・福建）

▲ドバイ（アラブ首長国連邦）のメディア・シティ

▲サイラム湖（中国・新疆）のほとりで

▲代々木上原の東京モスク

▲マシュハド（イラン）のレザー廟

▲サーバールーム設置のメニーコアサーバー ▲ SCHEMA（多人数会話に参与するロボット）

▲グリーン・コンピューティング・システム研究開発センター（40号館） ▲プロジェクト研究所間の連携・相乗効果

▲産官学連携研究開発・実用化（波及効果）

▲マレーシア最古のモスクの一つ

　気候変動問題は地球規模の重要課題であり、環境に配慮した持続
可能な低炭素社会の実現は国家目標でもあります。これに向けたグリー
ンイノベーションの推進は、気候変動問題の解決を図るとともに、我が
国の「新成長戦略」におけるエンジン役を担う重点テーマと位置づけら
れています。
　早稲田大学においても、グリーンイノベーション推進に必要となる「情
報通信技術活用による低炭素化」に貢献する研究として、超低消費電
力プロセッサ、クラウド・システム、スマートグリッド等、様々な次世代
ICT技術に関わる研究をこれまで積極的に進めてきました。また、産業
界とも積極的に交流し、NEDOマッチングファンド事業や共同研究、委
託研究等により研究開発された技術を社会に還元すべく、活動してき
ました。なかでもグリーンICT技術の研究開発を更に強力に推進する
ため、経済産業省「産業技術研究開発施設整備事業」による支援を受
け、新たな産学連携研究の拠点として「グリーン・コンピューティング・
システム研究開発センター」を2011年4月に竣工し、本拠点を中心
に研究を推進する組織として「グリーン・コンピューティング・システム
研究機構」を設立しました。

　本センター２階のサーバールームには世界最高性能の並列コンピュー
タが２台設置され、屋上に備えたソーラーパネルから２階のサーバールー
ムに電力を供給し、太陽光で駆動する低消費電力のコンピュータ技術
の実用化へ向けて実証実験を行っています。３・４階の産学共同研究フ
ロアでは、共同研究企業から多数の研究者が、研究員・客員研究員・
招聘研究員という様々な立場で参画しています。
　本機構では、『アドバンストマルチコアプロセッサ研究所』、『知覚情報
システム研究所』、『グローバルソフトウェアエンジニアリング研究所』、『グ
ローバルロボットアカデミア研究所』が集結し、超低消費電力で高性能
なメニーコアプロセッサを中核としたグリーンICT技術の研究開発を産
学連携によって推進していきます。持続可能な地球社会の形成への貢
献は本機構の使命ですが、最先端の共同研究に取り組んだ早稲田の
若手研究者が、企業の研究者として、独創的な技術開発に貢献してい
く人財になるように育成することも、本機構の務めであると考えています。

設　置  研究院　　 設立年  2011年　　 教員・研究所員数  79人（学外：54人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/gcs/設　置  研究院　　 設立年  2008年　　 教員・研究所員数  21人（学外：8人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/ias/

社会科学
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16 RESEARCH  ACTIVITIES 17RESEARCH  ACTIVITIES



　「スマート化」するとは、ICTが社会に広く浸透し、エネルギーや環境
への社会的関心が大きくなり、無駄を省き、効率化を図り、全体の最適
化を目指すこと。今はまさにスマート化する社会に向かっていると言え
ます。そして目指すべきスマート社会は、生活者にとって生きる基本と
も言える住・食とともに、活動すること、それらが快適で健全・安心であ
ること、環境にも優しくサポートされることを同時に叶えることが必要だ
と考えます。
　本機構は、スマート社会の理想ビジョンを描き、最先端で牽引してい
くために、「スマートハウス・マンション・ビル」、「スマートヘルスサポート」、「ス
マートモビリティ」、「スマートフード」、「スマートグリッド」という5つのス
マートドメインを7つの研究所で切り拓き、情報・エネルギー・サービス
をもって有機的に結合する社会を目指します。さらに、「大学の知見の
提供」、「共同プロジェクトの企画と提案」、「人材交流」を実践し、「人」が
交流し「技術」を開花させる「場」の形成を通して、社会が求める優れた
成果を目指します。
　また、本機構は、経済産業省の実証事業「EMS（エネルギーマネジメ
ントシステム）標準化における接続・制御技術研究事業」に参画し、「DR
（デマンドレスポンス）実現に向けた国際標準化に係わる先端研究」を

テーマに取り組んできました。この実証を進めるために、日本を代表す
る40社の企業から多大な協力を得て設置したのが「EMS 新宿実証セ
ンター」です。
　現在は、定量的・動的DRを実現するための共通基盤技術の確立を目
指した経済産業省のバーチャルパワープラント構築実証事業「定量的・
動的DR運用のための基盤技術の研究」、次世代EMSの実現手法の創出
を目的としたCRESTの実証事業「汎用的な実証基盤体系を利用したシ
ナリオ対応型分散協調EMS実現手法の創出」、再生可能エネルギーの拡
大を目指したNEDOの電力系統出力変動対応技術研究開発事業「再生
可能エネルギー連携拡大対策高度化」および「風力発電予測・制御高度
化」、これら4つの事業を中心に展開しています。
　スマート社会技術融合研究機構は、Advanced Collaborative 
Research Organization for Smart Society（ACROSS）の名のとお
り、スマート社会への取り組みのための高度な研究体制として活動しま
す。ACROSS、それはつながるものによって、「向う側へ」「横切り」「交差
し」「さまざまな分野で」「横断的に」「至る所で」「境界を超えて」たくさん
の想いを込めて、たくさんの姿を見せる舞台を作り出します。ACROSS
は「across the world」、世界中に、その活動を発信していきます。

スマート社会技術の世界トップレベルの研究拠点を目指して 革新的なエンジン技術開発のための自動車パワートレーン研究拠点

スマート社会技術融合研究機構
Advanced Collaborative Research Organization for Smart Society

次世代自動車研究機構
Research Organization for Next Generation Vehicles

　早稲田大学の自動車用エンジンと触媒の研究は、創造理工学部総
合機械工学科、先進理工学部応用化学科を起源とし、非常に長い歴史
と伝統を有しています。この分野における研究業績と体制については、
我が国における大学のなかでも傑出しているとの高い評価を受けてき
ました。
　2014年に、欧州等の有力市場で注目されているクリーンディーゼル
エンジンの研究開発を実施するため、経済産業省の「クリーンディーゼ
ルエンジン技術の高度化に関する研究開発事業」の各種プロジェクトを、
自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）から受託し中心的存在として
関わってきました。さらに、内閣府-JSTの「戦略的イノベーション創造
プログラム（SIP）」の課題である「革新的燃焼技術」においても研究拠
点校として採択されました。この2本の事業を中心に展開し、自動車の
心臓部である最先端の内燃機関、触媒の開発分野において、国際競争
力を維持・発展させながら、次世代自動車へとスムーズに橋渡しを展開
していく研究拠点の設立を目指して、2014年10月に「次世代自動車
研究機構」を発足しました。

　発足以来、本機構ではこれらの研究プロジェクトを産学連携体制の
下で並行して実施しています。特に本学の有力な研究者が一致協力し
て、研究プロジェクトを円滑に遂行していくことで、自動車用エンジン
を事例として、工学系の大学研究と産業研究が連携し、とりわけ機械
工学系のR＆Dシステムを一新するモデルを提案してきました。さらに、
実践的研究を通じて産業界・学界で活躍できる有為な人材の輩出や、
それらの成果の産業界や行政等、社会システム等への実装化を目指し
ています。このようなイノベーションを起こすプロジェクトは、産業界と
の緊密な協力体制を築いてきた早稲田大学にして初めてなしうるもの
と自負しています。
　2017年4月現在、本機構には4つのプロジェクト研究所（「燃焼・伝
熱工学研究所」、「自動車用触媒研究所」、「自動車用電動パワーシステ
ム研究所」および「自動車用新材料および新製造プロセス研究所」）が
研究を展開し、各分野における学内外研究者の知見を結集・統合する
ことで、これらの分野が相互に連携するプラットフォームを構築してい
ます。

設　置  研究院　　 設立年  2014年　　 教員・研究所員数  42人（学外：19人）　　 Website  http://www.waseda.jp/nextgv/top/設　置  研究院　　 設立年  2014年　　 教員・研究所員数  75人（学外：22人）　　 Website  http://www.waseda.jp/across/

▲早稲田大学58号館ラボ▲電気自動車用ワイヤレス充電装置

▲Website イメージ ▲次世代自動車研究機構を牽引する研究者たち

▲スマートハウス内部

▲センター：次世代先進グリッド実験模擬装置ANSWER  
(Active Network System With Energy Resources)

▲実証センターイメージ▲機構イメージ図
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▲災害対応ロボット「Octopus」

▲人間共存ロボットTWENDY-ONE

▲脚型ロボットのプラットフォームWAREC-1

▲  2足歩行ロボットWABIAN-2R ▲コミュニケーションロボットKOBIAN-RIV

▲穿刺支援ロボット

　ロボット研究者が共通に持つ永遠のテーマは、「人間とロボットの共
生」です。本機構では、真に豊かな人間社会を目指すためにロボットの
平和的活用を促進する研究拠点の形成に向け、『災害対応』（災害対応
ロボティクス研究所）、『ヘルスケア』（ヘルスケアロボティクス研究所）、『共
創』（ヒューマン・ロボット共創研究所）を研究テーマに据えた研究活動
を実施しています。
　現在の早稲田ロボット研究の特徴は、産業用ロボットに特化せず、“人
間”という分からないものを対象とし、必ず自分たちでオリジナルのロボッ
トを作ることにあります。モノづくりを通して、コンピュータや電気回路、
機械の材料、設計に関する知識の他に、医学や心理学など他分野の知
識も同時に体得します。また、ロボットは必ずチームでつくるため、コミュ
ニケーション力やチーム力が自然と身につくこと、教育カリキュラムや
実験環境が揃っていること、“失敗体験”を大切にすること、によって良
いロボットづくりができるのも特徴です。本機構では、各研究所間が連
携しながら、こうしたロボットづくりを推進していきます。

　今後ロボット研究は、2つの道で未来の社会に貢献していくでしょう。
ひとつはロボットそのものが役に立つこと、もうひとつはロボット研究か
ら生まれた新しい先端のモノづくりの技術「RT（Robot Technology）」
があらゆるところに応用され役に立つことです。本機構は、大学の研究
が社会に還元できるよう実用化を進めています。
　早稲田大学では、ロボット技術の発展を世界に先駆けて「真の知的
社会基盤」へ成長させるため、「21世紀COEプログラム」、「グローバル
COEプログラム」などを契機に、世界最高水準の「人とロボット技術の
共生」を目指した教育研究拠点を設立しました。さまざまな特徴的プロ
グラムを通じて、多数の「突破力」のある若手人材の創出と、世界最高
水準のRT教育研究拠点を形成してきました。これらの研究推進力を活
かし国際的競争力を更に強化するため、世界のロボット研究中心拠点「次
世代ロボット研究機構」を設立しています。上記の新体制を基に、①高
い学問知の構築、②学問知を生かした迅速なRTの社会還元、③実践
的アイデアの創造力を併せ持った“突破力”のある若手研究者を多数
育成、を実施し、世界のWASEDAとしてより一層尽力していきます。

『人と共に歩み、人を支え助ける存在』人と共生するロボットの開発を目指して

次世代ロボット研究機構
Future Robotics Organization

設　置  研究院　　 設立年  2015年　　 教員・研究所員数  37人（学外：8人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/fro/

　ナノ理工学研究機構とＡＳＭｅＷ（先端科学・健康医療融合研究機構）
で実績を重ねた研究者を集結し、最先端の装置群を備えた研究施設を
もつ本機構は、7つのプロジェクト研究所、２０を超える大型公的研究と
国内外の企業との多彩な共同・受託研究などを通して、覇気ある研究者・
学生たちの自由な発想をトリガーとして、世界的課題のバックキャスティ
ング型の研究開発を推進しています。
　「ナノテクノロジー研究所」は、多様な材料に対するナノ寸法での三
次元加工装置・設備を、国内屈指の水準で運用また技術支援しており、
極微量での計測や合成を可能とするナノマイクロシステムなど開発し
ています。メソ寸法のユニークな切り口で実用材料と基礎化学とを結ぶ
「メソスケール材料研究所」は、ワセダが先駆けるメソポーラス材料の
拠点となっています。「ナノプロセス研究所」では、省エネ・高効率の分
離プロセスを基に、物質変換・創製と環境保全に供する新しい技術を
展開しています。パワー半導体や新しい光電変換・光子材料など、超
低消費で作動する材料・素子を提唱している「グリーンデバイス研究所」、
次世代の超高速信号処理を可能とする光配線の実現を目指す「低消費

電力光インターコネクション研究所」も多くの成果を発信しています。「ラ
イフサポートイノベーション研究所」は、スマートグリッドと次世代蓄電
池の連携からはじまり超小型バイオセンサーまで喫緊のエネルギーと
健康寿命課題に寄与しています。バイオ・ヘルスフード・医療における
リスク管理の認識向上を実践的科学の側面から推し進めているのが「規
範科学総合研究所」です。
　上記を支えている研究設備・施設とスタッフが本機構の強みです。
文科省の「ナノテクノロジープラットフォーム[NPF]」事業などにより整
備・運転されるクラス１００を含む３つのクリーンルーム、化学系実験室、
ナノ加工・計測・評価装置など「ナノテクノロジー研究センター[NTRC]」
は、新設されたスマートエナジーシステム・イノベーションセンター[通称：
電池ビル]とともに、研究者および学生に水準高い研究環境を提供して
います。また、主要大学付属研究所との協定や産学官連携による「ナノ
テクノロジーフォーラム[NFM]」など、若手研究者や技術者の交流・人
材育成、また社会への発信も強化しております。

ナノテクを起点に「早稲田型」のイノベーションに挑む

ナノ・ライフ創新研究機構
Research Organization for Nano & Life Innovation

設　置  研究院　　 設立年  2015年　　 教員・研究所員数  268人（学外：148人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/nanolife/

▲ NTRCのクリーンルームにおける実験風景

▲プロジェクト研究所が取り組む主要な課題

▲研究交流会の開催を通じた研究人材の育成▲最先端のリチウムイオン電池の電極や電池の製作が可能なスー
パードライルーム

研究院・研究機構 Research Council ・ Research Organizations 研究院・研究機構Research Council ・ Research Organizations
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▲国際シンポジウム（2015年） ▲国際シンポジウム（2016年）

地域を超えた「和解と共生」の仕組みの構築

地域・地域間研究機構
Organization for Regional and Inter-regional Studies

　地域・地域間研究機構（ORIS）は、早稲田大学のアジア研究機構、日
米研究機構、日欧研究機構を統合し、アジア研究ユニット、アメリカ研究
ユニット、欧州研究ユニットとして存続させ、さらに新しくアフリカ研究ユニッ
トを加え、2015年4月に設置されました。本機構は、これらの研究機
構の研究成果を基礎に、「アジア、アメリカ（北米・中南米）、欧州、アフリカ、
中東諸国の地域間関係と共生可能性」というテーマのもとで、①各地
域では現行の価値やルールを含む地域秩序が歴史的にどのような過程
を経て形成されてきたのか、そして、グローバリゼーションが進む世界
において、②どのような領域でどのようにすれば地域を越える価値やルー
ルに基づく共通の秩序が形成され、さらにそれを他の領域に拡大するこ
とができるのか、という研究課題に取り組んでいます。
　アジア研究ユニットは研究活動を通じて、民族的、文化的、宗教的に
多様なアジアを尊重しつつ、アジア地域の平和と発展に貢献すること
を目指します。またアジア共同体を巡る議論にも積極的に参与し、学術
研究の成果を生かす形で具体的な提案も行っていきます。
　アメリカ研究ユニットは学問的にも実際的にも重要なテーマ「米国内
政治」、「経済」、「安全保障」、「環境」を設定し、より総合的で政策オリエ
ンテッドな研究を実施します。最終的に研究対象を北米・中米・南米と

日本・アジア太平洋、欧州、アフリカ地域の間における経済、社会、文化、
歴史上の課題へと発展させることを目指します。
　欧州研究ユニットは学際的な欧州研究の一層の促進をはかり、欧州
各国研究、EU・欧州統合研究、日欧交流史研究などを包摂する独創的
な欧州研究を展開します。グローバルな研究ネットワークの構築を通じ、
欧州研究の世界的拠点となることを目指します。
　アフリカ研究ユニットはアフリカの伝統文化を考慮しながら、内戦や
社会秩序の修復に直面するアフリカでの国民和解の実例を整理・分析
します。特に南アフリカ「真実和解委員会」の役割を再検討し、「和解」
の政治学の構築を目指します。
　最終的に本機構は、地域の具体的な共通秩序を模索し、地域を超え
て起こる問題の解決策の提案を目指します。

機構の事業
◦�アジアの視点からの学際的な地域研究および地域間研究の拠点形成
◦�グローバル共有知の発見・創出と教育および社会への還元
◦�研究者・実務者の交流の場の形成と若手研究者の育成
◦�世界のWASEDAとしての国際展開の促進

▲次世代論集（No1）▲ Japanese Journal of 
European Studies

▲アジアレビュー19号

▲ ORIS研究テーマ（日本語）

設　置  研究院　　 設立年  2015年　　 教員・研究所員数  348人（学外：184人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/oris/
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　本研究所は、現代世界が直面している課題を学際的に研究し有意な
政策提言をすることを目的として、1978年に設立されました。政治・
経済に関わる分野を主要な研究対象にしています。早稲田大学のマス・
コミュニケーション、ジャーナリズム研究伝統を引き継ぎ、マス・コミュ
ニケーションとジャーナリズムの研究ならびに資料収集を行っています。
他の研究機関との連携を深め、環境・エネルギーの学際研究、サステイ
ナビリティ学の創世、EUの総合的な研究、戦後期の資料収集、戦後史
の体系的な歴史研究など、研究活動に拡がりを見せています。また、ホー
ムページ上でのワーキングペーパーの公開や、月3～4回開催してい
る現政研セミナーでは、日本全国から先生方をお招きするなど、常に最
新の情報を発信・収集するよう努めています。更に近年では、次代を担
う若手研究者の支援にも注力しており、極めて優秀な著作物の出版に
係る費用負担なども行っています。

　「総合人文科学研究センター」（略称「人文研」または「RILAS」）は「人
文科学・文化科学の知の蓄積を未来に継承し、人類が直面する課題に
向き合いその答えを模索すること」を使命として、早稲田大学の人文科
学研究を120余年に渡って発展させてきた文学学術院の下に設立さ
れました。
　人文研における研究活動の特徴は、各研究所員の専門分野を単に
掘り下げるだけではなく、各々の研究テーマの連携や融合をはかりな
がら共同研究を進めている点にあります。現在は学際的な12の研究
部門を核として、多様な研究活動が行われています。
　また各研究所員による研究活動に留まらず「大学院教育と連動した
若手研究者の育成」「海外からの研究者の受け入れ」「講演会やシンポ
ジウムなどの国際的な研究交流の促進」「社会の要請に応じた受託研究・
共同研究の受け入れ」といった４点を大きな活動の柱としています。
　今後も学内外の多くの研究者と連携しながら、人文科学研究のパイ
オニアとして、様々な研究プロジェクトを展開して参ります。各研究所
員の研究成果は総合人文科学研究センター研究誌「WASEDA RILAS 
JOURNAL」（オンラインジャーナル）にて広く公開しておりますのでぜ
ひご覧ください。

　本研究所（比研）は、日本と諸外国の法制度の比較研究と、日本の法学の研
究教育に貢献することを目的として1958年に設立されました。爾来、日本・
諸外国の法制度資料の体系的な収集整備に努め、法令、判例及び法律関係雑
誌の蓄積は国内屈指の規模を誇ります。また、今日では日本の固有の法制度
の展開に伴い、世界への日本法の発信や、現代の法学の重要課題の発見と問
いかけもしています。
　比研は、法学各分野の最先端の研究者を全世界から招きシンポジウム等を
開催しているほか、研究所員は21件の共同研究プロジェクトを組んで活発な
比較法研究を行っています。さらに全所的研究プロジェクトとして、「持続可能
社会への転換期における法と法律学の役割～アジア・リージョナル法を展望し
て」をテーマに、経済成長を前提とした近代以降の社会生活が自然資源の枯渇
や地球環境の破壊を早め、生産と労働の過剰を生んでいる現実を反省し、将
来世代も視野に入れた持続可能社会への転換を図り、経済・社会・環境の三つ
の要素のバランスを取りつつ調整するための法と法学の役割を考察しています。
　比研は、紙媒体では『比較法学』『比較法研究所叢書』『Waseda Bulletin 
of Comparative Law』の定期的な刊行、オンラインでは「Topics of 
Japanese Law」「比研オンライン・ジャーナル」「比研オンライン・フォーラム」
の随時刊行により、研究成果を発信しています。

　法務教育研究センター（CPLER）は、優れた法律専門家を養成し、法
の支配を基盤とする社会の発展に寄与することを目的として、「研究部
門」「教育部門」「学外連携部門」の３部門を設け、①法律実務に関する
理論的・応用的な研究、②大学院法務研究科における実務教育およ
び同研究科修了生に対するキャリア支援、③法律専門職に対する高度
な専門教育、④法律専門職に従事する本大学出身者への法律情報サー
ビスの提供等を通じた連携強化などの事業を行っています。
　さらに2016年度には、「理論と実務の架橋」に特化した法律雑誌『法
務研究論叢』第1号を創刊しました。これまで蓄積してきた法科大学
院制度における教育・研究の成果を社会に還元する場であるとともに、
大学院法務研究科を修了した若手法曹が研究面での成果を公表する
場となることが期待されています。
　また、同じく2016年度に「法務リカレント講座」（継続教育講座）を
開講し、法曹となってからも持続的・継続的にサポートすることを目的
として、大学院法務研究科を修了した法曹等を主な対象に、新たに先
端的かつ実際的なカリキュラムを提供しています。詳細は、本センター
のWebサイトをご参照ください。

マス・コミュニケーションとジャーナリズムの現代的問題の分析

人文科学研究のフロンティアを開拓する

グローバル化の歪みをグローバル・リージョン・各国の三層で正す法を構想

研究や継続教育を通じ、優れた法律専門家を養成

現代政治経済研究所
Waseda Institute of Political Economy

比較法研究所
Institute of Comparative Law

▲ 27号館（小野梓記念館）

▲日・EUフレンドシップウィークシンポジウム

▲ 2016年度年次フォーラム 
「人文学の再建とテクストの読み方 ─津田左右吉をめぐって─」

▶総合人文科学研究センター研究誌 
「WASEDA RILAS JOURNAL」

▲公開講演会「国際的難民保護の危機に対応
する」（2016年5月27日）

▲シンポジウム「Brexitとイギリス政治・憲法
⊖不文憲法国の憲法準則と政治実務のズレ
をめぐって⊖」（2017年1月28日）

▲日中刑法シンポジウム「日中刑法典の相違
点の分析」（2016年11月23日）

▲シンポジウム『「持続可能社会」法学の樹立
を展望して（第2回）緑の福祉国家（脱成長
の福祉国家）の可能性』（2014年10月29日）

法務教育研究センター
Center for Professional Legal Education and Research

総合人文科学研究センター
Research Institute for Letters, Arts and Sciences

設　置  法学学術院　　 設立年  1958年　　 教員・研究所員数  243人（学外：121人）　　 Website  https://www.waseda.jp/folaw/icl/

設　置  法学学術院　　 設立年  2007年　　 教員・研究所員数  3人　　 Website  https://www.waseda.jp/folaw/cpler/

設　置  政治経済学術院　　 設立年  1978年　　 教員・研究所員数  135人（学外：35人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fpse/winpec/

設　置  文学学術院　　 設立年  2012年　　 教員・研究所員数  270人（学外：39人）　　 Website  https://www.waseda.jp/flas/rilas/

社会科学

社会科学

学術院 Faculty 学術院Faculty
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　情報化・国際化がますます進展して多様な価値観が交錯する現代社
会の中で、教育の真価が厳しく問われています。特に先端的かつ学際
的な視野に立って広く教育の今日的な課題をとらえつつ、明日の教育を
どうするのかという具体的な実践に関わる取り組みが求められています。
　本研究所は1986年4月に教育学部の教育総合研究室として出発
しましたが、1998年9月に全学的な規模の教育総合研究所に改組さ
れました。研究室の設立からすると、はや30年の歴史を刻んできたこ
とになります。その成果をしっかりと受け継ぎつつも、今日的な課題を
視野に収めた効果的な研究成果を目指したいものです。
　本研究所の主な活動は、講演会・シンポジウム・研修会等の開催、
公募研究とその支援、「所報」「早稲田教育評論」「早稲田教育叢書」「早
稲田教育ブックレット」等の刊行物の編纂・発行となっております。公
募研究に関しては、その成果をこれらの出版物や研究発表によって公
開しております。
　本研究所は、所長・副所長ならびに管理委員および運営委員（総務
部会・編集部会）、そして事務局の連携・協力によって運営されています。
教育に携わる方々、教育に関心を抱く方々の積極的な参画を期待して
おります。

　本研究所は、産業経営研究所とWBS研究センター（WBSは、早稲田
大学ビジネススクールの略称です。）の2部門によって構成され、商学
学術院の研究活動の一層の発展と充実および研究成果の社会還元の
拡充を目指しています。

◦�産業経営研究所
　産業経営研究所は、1974年に商学部の教員を研究員として創設さ
れました。産業界とアカデミックな世界をつなぐ研究機関として、産業
経営に広く関わる最先端の諸問題をさまざまな視角より研究しています。

◦�WBS研究センター
　WBS研究センターは、長い歴史を持つシステム科学研究所を母体と
して、アジアの地域研究や様々な受託研究・共同研究をはじめ社会人
を対象としたビジネス教育を実施するために設置されました。ビジネス
の現場で起こる諸問題に対して、具体的な解決策を探り、より質の高
い研究成果を得ること、そして、得られた研究成果を教育の現場ならび
に広く社会へ還元することを目的としています。

　先端社会科学研究所は、社会科学の学際的・国際的・臨床的研究を
組織化し推進するとともに、その研究成果を教育にフィードバックする
ことを目的として、2016年3月25日、早稲田大学社会科学総合学術
院に開設されました。研究上の理念として、次の３つを志向しています。

◦�社会の複雑性多様性を認識し、それを全体として把握するための
社会科学の「総合化」

◦�文理諸科学の進歩を取り入れ、社会科学の境界領域を融合深化す
るための社会科学の「学際化」

◦�社会と実践的に関わる研究活動を重視し、今必要とされる研究成果
を生み出すための社会科学の「臨床化」

　また本研究所は、大学院社会科学研究科の２専攻（地球社会論と政
策科学論）に対応して、グローバルイシュー研究部門とソーシャルデザ
イン研究部門の2部門によって構成されています。これらの部門に所
属する研究所員を研究代表者として、5年または10年の時限付きでプ
ロジェクト研究グループが組織され、研究活動を行っています。

　各種研究セミナーやワークショップは日・英語で随時実施しており、
これらの情報は先端社会科学研究所ホームページを通じて発信してお
ります。

　本研究センターは、ファイナンスを中心とした基礎的・応用的研究を通じて、
世界水準の研究成果を生産・発信し、わが国のファイナンスに関する中核
的研究機関としての役割を果たすことを目的に2004年に設立されました。
　本研究センターでは、企業法人、官公庁、外部研究機関との共同研究・
受託研究を積極的に推進し、産学官連携の要として、フィンテック分野をは
じめとした金融イノベーションの創出を目指します。本研究センターの研
究員は、自ら研究テーマを設定して研究プロジェクトを立ち上げ、自由に研
究を行います。こうしたプロジェクト方式の下で、様々なテーマに関して機
動的かつ活発な研究活動が可能となるだけでなく、プロジェクト間の切磋
琢磨を通じて、質の高い研究成果が創り出される仕組みです。
　また、これらの研究成果を、ビジネススクールや本研究センターの教育
部門であるビジネス情報アカデミーの教育内容に迅速に反映させるリサー
チ＆エデュケーションの方針をとっており、学生や実務家に先端研究や応用
研究の成果を還元し、今後もますます学生や実務家のニーズに敏感たるべ
く、内外のネットワーク構築を積極的に進めていきます。さらに、幅広い社
会貢献という観点からは、ファイナンス関連の理論と実践から得られる社
会経済的なインプリケーションや、公共政策に与える影響などについて、セ
ミナーやシンポジウムの開催等を通じて、活発な情報発信を行っています。

教育の本質を踏まえた上で今日的な課題を総合的に探究する バックグラウンドの異なる2つの研究部門による多角的な研究

社会科学の学際的・国際的・臨床的研究の拠点へ わが国のファイナンス分野の中核的研究機関を目指して

教育総合研究所
Institute for Advanced Studies in Education

商学学術院総合研究所
Research Institute of the Faculty of Commerce

▲エグゼクティブ教育風景 ▲エグゼクティブ教育風景

▲産研フォーラム（井深大記念ホール）

▲WCFR Workshop

先端社会科学研究所
Institute for Advanced Social Sciences

ファイナンス研究センター
Center for Finance Research

設　置  商学学術院　　 設立年  2007年　　 教員・研究所員数  150人（学外：11人）　　 Website  http://www.waseda.jp/foc/rifc/

設　置  商学学術院　　 設立年  2004年　　 教員・研究所員数  36人（学外：15人）　　 Website  http://www.waseda.jp/wnfs/

設　置  教育・総合科学学術院　　 設立年  1986年　　 教員・研究所員数  176人（学外：27人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fedu/iase/

設　置  社会科学総合学術院　　 設立年  2016年　　 教員・研究所員数  85人（学外：17人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fsss/iass/

▲教育最前線講演会シリーズのひとつ 
「英語で教科内容や専門を学ぶ」のポスター

▲当研究所発行の刊行物
　（ブックレットNo.14表紙）

▲当研究所発行の刊行物 
（所報No.25表紙）

▲当研究所発行の刊行物
　（ブックレットNo.15表紙）

▲先端社会科学研究所開設記念国際シンポジウム（2016年4月23日）

社会科学

社会科学

社会科学

社会科学

学術院 Faculty 学術院Faculty
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　情報通信技術の発達は、人間同士の通信手段のみならず、物流、交
通の制御、医療、プラント制御、機械制御、エネルギー流通、監視制御
等の社会インフラのネットワーク構築に大きく貢献してきました。近年、
その技術の急速な発展を背景に、時間や場所の制約を越えた社会活動
の急速なグローバル化が進行しています。しかし同時に、国家や地域、
個人間で急速に拡大することになった情報格差の問題は、急激な人口
増加、経済的不平等、資源の枯渇、食料不足、環境悪化等といった世
界の様々な課題とも関連し、社会の不安定化の一因となりかねない状
況にあります。今後、より豊かで安心・安全な情報化社会を実現してい
くためには、情報通信技術のさらなる高度化や、情報通信を巡る経済的・
社会的問題の解決が必要です。この社会的要請に応えるべく、国際情
報通信研究センターでは、あらゆる産業界と連携するばかりではなく、
世界中の大学、研究機関、国の研究機関、行政省庁と連携し、情報科
学、人間科学、社会科学等、分野を横断した学術領域および実務領域
において高度な情報通信基盤を形成することを目指すとともに、情報
通信技術を通じて国際社会に貢献しうる人材を育成していきます。

豊かで先進的な情報通信社会の実現に貢献

理工学術院総合研究所
Waseda Research Institute for Science and Engineering

国際情報通信研究センター
Global Information and Telecommunication Institute

　本研究所は、社会との連携を図りつつ、学際研究を含む理工学の基
礎およびその応用に関する研究を有機的かつ効率的に推進するため、
各務記念材料技術研究所、および理工学研究所の2つの研究所を置
いています。その他、①若手研究者育成事業（アーリーバードプログラム）
②産業界との交流活動（先端研究交流室/WINeST先端研究者交流
会）、③研究成果広報活動等、総合研究所独自の研究支援活動も行っ
ています。

◦�各務記念材料技術研究所
　本研究所は1938年、各務幸一郎氏・良幸氏父子のご寄付により、
鋳物研究所として創立され、石川登喜治博士を初代所長に迎え、研究
活動を開始しました。当初は、鋳造および鋳物材料の研究が主体でし
たが、その後の工業技術の発展に対応して塑性加工・表面加工・粉末
冶金などの分野への拡大、さらには工業材料の分野ではセラミックス
や半導体などの電子材料の重要性の増大に鑑み、これらの分野の増強
を図ってきました。このような経過により、1988年10月21日、創立
50周年を契機に名称を「各務記念材料技術研究所」と改めました。現
在は基幹研究とプロジェクト研究を中核とした多様な研究が展開され
ています。

◦�理工学研究所
　理工学研究所の目的は、「学際研究を含む理工学の基礎およびその
応用に関する研究を社会との連携を図りつつ展開し、科学技術の発達
と人類の福祉に貢献する」ことにあります。研究所の活動は、産業界・
公的機関等からの受託・共同研究を中心とする外部資金と、大学から
の交付金により展開されています。
　本研究所が受け入れる外部資金は、本学全体の外部資金総額の約
半数に相当し、まさに本学における研究活動の中核をなす存在となっ
ています。現在、13名の研究重点教員ほか、学内兼任研究員、次席研
究員等1000名近くの学内外の研究員が所属しています。
　バイオ系、エンバイラメント系、サイエンス系、テクノロジー系の各研
究部門で約100のプロジェクト研究が行われているほか、それらの研
究成果の広報と社会への積極的な還元を目的として、講演会の開催支
援やムック本発行による本研究所の諸活動の紹介等、様々な研究支援
活動と若手研究者の育成活動を行っています。

学内最大規模の理工系研究組織

　本研究センター（IPSRC）は、北部九州に集積する自動車産業や半導
体産業の知的高度化への貢献、国内外研究機関や企業との共同研究・
プロジェクト参画、中高生へ理工学の学びの機会提供、市民公開講座・
技術セミナー開催など、教育研究から地域・社会貢献まで、大学院情
報生産システム研究科（IPS）と一体となり幅広い活動を展開しています。
中でも年一回開催する「IPS海外連携シンポジウム」には毎年国内外か
ら約200名が集まり、共同研究成果や最新技術・研究動向をプレゼン
やポスターで発表すると同時に、参加者の横断的な交流の場を提供す
る一大イベントとして成長しています。
　またIPSRC、IPS、他3大学と企業が集う「北九州学術研究都市」で
は自動車を重点分野に掲げており、企業から一線で活躍するエンジニ
アを講師として招聘し、カーエレクトロニクス、カーロボティクスを学ぶ「連
携大学院」を開講し、また無人自動車走行運転の実証実験などを行う
次世代交通の実験フィールドとして、産学官連携による世界レベルの
研究拠点を形成しています。

ものづくりの系譜を継ぐ街、北九州から、産官学連携による世界レベルの研究拠点として発信

▲ 2016 GITIフォーラム講演（梶先生）

▲鉄道会社のIoT活用に係る調査実験

▲佐藤拓朗 国際情報通信研究センター所長

▲無人航空機を用いた広域センサーネット
ワーク実験

▲材料技術研究所 充実した分析評価設備

▲研究所が発行する研究広報誌

▲若手研究者の育成・支援（アーリーバードプログラム）

▲理工学研究所 研究重点教員による研究発表

▲北九州学術研究都市（IPSRCは写真右側） ▲地元自動車工場でのエンジン分解・組立演習

▲ IPS海外連携シンポジウムの開催模様 ▲北九州学術研究都市での自動走行運転デモ

設　置  理工学術院　　 設立年  1998年　　 教員・研究所員数  101人（学外：80人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fsci/giti/設　置  理工学術院　　 設立年  2006年　　 教員・研究所員数  1,034人（学外：697人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fsci/wise/

情報生産システム研究センター
Information, Production and Systems Research Center

設　置  理工学術院　　 設立年  2007年　　 教員・研究所員数  42人　　 Website  https://www.waseda.jp/fsci/ipsrc/

IPSRC

IPS
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　本研究センターは、地球規模で複雑化する環境問題の解決をめざすべく、
2002年に開設されました。早稲田大学が持つ総合力を最大限に発揮し、
学問領域統合型の研究アプローチで問題の解決に向けた研究開発を行うと
ともに、「現実・現物・現場」のなかで研究開発の成果を実証する実践的アプ
ローチにも積極的に取り組んでいます。
　科学技術の発展によって、我々の生活は物質的に豊かになった反面、種々
の社会経済活動を通じて資源・エネルギーを大量消費してきた結果、様々な
環境・資源問題を引き起こしており、そこには、二律背反的な多くの難題が
潜んでいるのが現状です。このような課題に取り組むには、多様な視点を持
つことが極めて重要であり、我々の生活圏としての地域（自然、都市、農漁村、
森林・山間地域）、国全体、アジアから全世界へと繋がる空間的な視点や、環
境問題に関わる過去、現在、未来という時間的な視点、また、多様な産業や
社会・経済システムや法制度・政策との関わり、さらには伝統や文化、ライフ
スタイルに及ぶ視点まで広範に及びます。産学官に市民を加えた関係主体
が参加し、検討を尽くし、将来の目標と計画を共有して、それぞれの立場と特
質を活かしながら連携して問題解決にあたらなければ、累積される負の遺産
は修復不可能なものとなるでしょう。本研究センターでは学内外の研究者や
諸機関と連携し、実践的な研究を通じて社会に貢献することを目指しています。

　スポーツ科学研究センターは、スポーツ文化、スポーツビジネス、スポー
ツ医科学、身体運動科学およびコーチング科学のスポーツ科学研究領
域における研究活動をより一層活性化させるとともに、その成果を社
会に広く還元することを目的として2006年9月に設立されました。本
研究センターは、大学院スポーツ科学研究科およびスポーツ科学部に
おける教育・研究と密接な連携を保ちながら研究成果の水準を高めて
います。研究・調査の実施や研究成果の発信、研究会や講演会の開催
に加え、センターと他機関を結ぶ窓口としても機能しており、研究成果
の社会還元を実現しています。
　高齢化の進む現代社会ではアクティヴ・ライフの意義が益々高まっ
ています。また、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を前に、
アスリートを科学的にサポートするスポーツ科学への期待も高まってい
ます。この時代だからこそ、本センターがさらに活気づき、人々の幸福
を高めるための研究拠点になるものと考えられます。

　本研究センターは、人間・社会・自然の調和と秩序ある発展を目指し、
人間の存在および行動に関する諸問題を科学的かつ総合的に探求し、
もって健康にして幸福な人間生活および積極的な社会生活の確立に
資することを目的として設立されました。
　その目的を達成するための１つとして3年間毎に厳密な選考を行う３
種類の研究プロジェクトを実施しています。大型競争的研究資金を獲
得するための助走・準備を支援する企画準備プロジェクト、獲得した大
型競争的研究資金のより効率的な運用を支援する大型研究支援プロ
ジェクト、自由な課題設定による一般研究プロジェクトの３つの研究プ
ロジェクトを有し、様々なテーマでの研究を推進しています。
　また、学内外の研究機関とも連携し、多くの招聘研究員、共同研究
や受託研究の受け入れを行っており、多角的な研究を探究できる体制
づくりを行っています。これは研究者同士のコミュニティ構築にもつながっ
ています。
　本研究センターで展開される研究の成果が、次代を担う若手研究者
の教育や支援に寄与すること、さらに、その成果がさらに広く社会へと
還元されることによって、現代社会が抱える数多くの難題の解決に今
後も貢献していきます。

　現在、世界経済に占めるアジア太平洋地域の割合は50％以上になっ
ている。経済の進展に伴い、人々は物質的な豊かさを享受できるよう
になったが、その一方で貧困、環境、安全保障など、生活に深刻な影響
を与える問題が山積している。ヒト、モノ、カネ、情報などが国境を活発
に移動するようになったグローバル化社会においては、これらの問題は
国内に止まらず、国際問題となっている。
　アジア太平洋研究センターでは、上述したような問題について、３つ
の領域（地域研究、国際関係、国際協力・政策研究）を研究活動の中心
に置く専任教員により、グローバルかつ地域的な観点から学際的な研
究が行われている。専任教員はセンター内に研究部会を設置し、研究
成果については「アジア太平洋討究」を通じて積極的に外部に公開して
いる。また、学外からの受託研究費、寄付金、補助金による研究プロジェ
クトも実施されており、国内外の大学・研究機関・企業と連携し、研究
ネットワークの形成にも力を入れている。国際共同研究、国際シンポジ
ウムを開催するなど研究成果の海外への発信にも努めており、アジア
太平洋地域における国際研究活動において、重要な役割を占めている。

産学官民が一体となって取り組む、環境への実践的アプローチ 「スポーツ」が社会にもたらす幸福と可能性の探求

人間に関する諸問題を人間発達の観点から総合的かつ科学的に探求 成長著しいアジア太平洋地域の諸問題について学際的研究を推進

環境総合研究センター
Environmental Research Institute

スポーツ科学研究センター
Institute for Sport Sciences

人間総合研究センター
Advanced Research Center for Human Sciences

アジア太平洋研究センター
Waseda University Institute of Asia-Pacific Studies (WIAPS)

設　置  スポーツ科学学術院　　 設立年  2006年　　 教員・研究所員数  149人（学外：64人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fsps/rcsports/research/

設　置  国際学術院　　 設立年  1997年　　 教員・研究所員数  167人（学外：111人）　　 Website  https://www.waseda.jp/gsaps/wiaps/

設　置  理工学術院　　 設立年  2002年　　 教員・研究所員数  179人（学外：133人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fsci/weri/

設　置  人間科学学術院　　 設立年  1987年　　 教員・研究所員数  214人（学外：97人）　　 Website  https://www.waseda.jp/fhum/archs/

▲早稲田大学が開発した電動バスWEB-3

▲ LEGOを利用したTwitter利用者の反応測
定に関する実験の様子

▲圧縮空気エンジン駆動型ULV

▲測定装置を操作して大気微量成分の自動
連続観測を行っている様子

▲インドネシア森林回復プロジェクト

▲心理相談室の面接の様子

▲本庄スマートエネルギータウンにおける太
陽熱・地中熱ハイブリッド熱源システム

▲無菌状態での組織細胞の継代培養操作

▲バスケットボール選手の視線と脳波測定 ▲実験室での脳波計測風景

▲心肺運動負荷試験中の様子

▲東アジアコミュニティーフォーラム ▲国際シンポジウム「ASEAN Community 
Building」で発表する学生たち

▲ハーバード大学Michael Ignatieff教授を招いてフォーラム 
「Global Ethics in East Asia」を開催

社会科学

学術院 Faculty 学術院Faculty
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　高等研究所は、早稲田大学が世界最高水準の研究大学を目指す上
で、優秀な若手研究者の育成を図るために設立されました。研究分野
を限定せず、広く世界から集った人材が研究に専念しています。
　研究員は、人文科学、社会科学、自然科学もしくは学際的分野にお
ける各自の研究テーマに取り組んでいます。研究員には各種競争的資
金獲得、論文投稿や学会発表による成果発信、月例研究会での発表や
セミナーの企画運営が求められますが、各自の研究テーマや分野の枠
を越えて大きなスケールで他の研究者と連携していくことができるよう、
他機関との共催講演会企画の支援など、組織的な交流の機会も与えら
れます。
　研究員はまた、各学術院等における教育に携わる機会も与えられます。
このような経験を経て、研究員は主に大学教員や企業・研究機関の研
究員の職に就き、巣立っていきます。
　高等研究所はまた、顕著な研究業績を有する訪問研究員を海外から
受け入れ、本学教員や若手研究者との交流機会を設けています。今後、
世界各地の大学が設置する高等研究所との国際的な連携を進め、本
学全体の研究水準向上にさらに貢献してゆきます。

　演劇・映像を専門として、日本国内に限らず、世界各地の演劇・映像
関連資料を、収集・所蔵する博物館。膨大な数に及ぶ所蔵コレクション
は、整理・保存や調査研究等の活動を経て、展覧会やイベント、刊行物、
データベースとして広く公開しています。また、地域交流事業にも積極
的に取り組み、演劇・映像文化の普及に貢献してきました。
　近年はコレクションのデジタル化にも力を注いでおり、演劇情報総合
データベース「デジタル・アーカイブ・コレクション」にて順次公開して
います。デジタルデータベースは浮世絵、貴重書、番付や舞台写真、上
演記録など、多岐にわたっており、特に役者絵を中心とした浮世絵コレ
クションは、所蔵資料すべてを閲覧可能です。また、立体資料の3D化
を進めるなど、将来を見据えたアーカイブ構築を目指しています。その
ほか、各ジャンルの資料が閲覧できるライブラリーも設けており、研究
のみならず多方面で活用されています。

　日本語教育研究センターでは、個々の学生の日本語レベルや目的に
応じた日本語教育を実施しています。学内約5,000人の留学生を対象
に日本語科目を開講するとともに、1年間・半年間の「日本語教育プロ
グラム」と、3週間・6週間の「短期日本語集中プログラム」を運営し、
世界各国から留学生を受け入れています。留学生だけでなく、外国人
教員、外国人研究者に門戸を開いているのも特色の一つです。大学院
日本語教育研究科と連携し、先端的な日本語教育理論を実践する場に
もなっています。
　また、日本語教育研究センターでは、日本語および日本語教育の向
上発展に資することを目指して、日本語教育に関する理論的・実践的
研究プロジェクト、研究会を立ち上げ、研究活動を行っています。さらに、
センターにおける日本語教育活動を学内外に発信すること、日本語教
育の向上に資することを目的に、年に一度、紀要『早稲田日本語教育
実践研究』を発行しています。本誌では、「論文」「インタビュー」「ショート・
ノート」「実践紹介」などの記事を掲載しています。

　東洋美術史研究者のみならず歌人・書家としても知られる會津八一
（1881-1956）は、美術史の研究と教育には作品と直に接することが
不可欠であると述べ、それを「実学」と名付けて提唱しました。そしてそ
の実践にと、私財を投じて中国の明器、鏡、瓦磚など4,000点余りを
集め、学生の教育、研究の資料としました。これが現在の會津八一コレ
クションであり、当博物館収蔵品のひとつの柱となっています。さらに、
戦前より行われた考古学の発掘資料、寄贈された近現代の美術作品、
土佐林義雄コレクションのアイヌ民族資料など、いずれも早稲田大学
独自の貴重な文化遺産となっています。そして、1998年の博物館の
開館以来、校友の皆様をはじめ、富岡重憲コレクション、内山基コレクショ
ン、延原観太郎コレクション、服部和彦コレクション、小野義一郎コレク
ション、安藤更生コレクションなどの寄贈を受け、収蔵品は計約2万件
にのぼります。これらを常時、展示公開し、学内外の研究、教育に活用
される博物館を目指すとともに、大学における知の歴史的所産にいつ
でも接触できる開かれたミュージアムとなるよう努力しています。

若手研究者の飛躍を支え、世界につながる研究拠点 “演劇の早稲田”の象徴的存在  アジア唯一の総合演劇博物館

国内最大規模の日本語教育の展開と先端的日本語教育理論の実践 貴重な文化財を有する開かれた大学ミュージアム

高等研究所
Waseda Institute for Advanced Study (WIAS)

坪内博士記念演劇博物館
The Tsubouchi Memorial Theatre Museum

日本語教育研究センター
Center for Japanese Language

會津八一記念博物館
Aizu Museum

設立年  1928年　　 教員・研究所員数  5人　　 Website  https://www.waseda.jp/enpaku/

設立年  1998年　　 教員・研究所員数  ５人　　 Website  https://www.waseda.jp/culture/aizu-museum/

設立年  2006年　　 教員・研究所員数  54人　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/wias/

設立年  1988年　　 教員・研究所員数  201人（学外：168人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/cjl/

▲ UBIAS派遣研究員との会合 ▲ UBIAS派遣研究員との会合

▲高等研 月例研究会

▲授業風景

▲授業風景

▲授業風景

▲早稲田日本語教育実践研究

▲デジタルアーカイブス ▲企画展示風景

▲演劇博物館正面16世紀イギリスのフォーチュン座を模して設計されており、建物自体がひとつ
の劇場資料となっている

▲常設展示室

▲會津八一の書「学規」

▲「明暗」（横山大観･下村観山） 2号館（旧図
書館）のために制作された名画

▲ 2号館會津八一記念博物館外観

▲高等研 ランチタイムセミナー

社会科学

その他の研究組織等 Other Research Organizations その他の研究組織等Other Research Organizations
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早稲田大学は、すべての研究者が、研究活動の社会に与える影響の大きいことを認識し、常に良心に従って研究
活動を遂行できるよう、諸規定を定め、諸施策を実行しています。

　本学と東京女子医科大学は50年以上も前より人工心臓や生体計測
の分野で協力し、医学と理工学の共同研究ノウハウを蓄積してきました。
さらに生命科学・医工学領域の研究に２大学で組織的に取り組むため、
2008年に東京女子医科大学との連携施設「東京女子医科大学・早稲
田大学連携先端生命医科学研究教育施設（通称ツインズ：TWIns）」を
設立し、早稲田大学の組織を先端生命医科学センターと呼んでいます。
施設には、安全・衛生面に最重点を置いた実験室をはじめ、高度な装
置や設備が完備されています。
　TWInsには本学の生命科学・医工学に関わる多くの研究室が学部
や学科の壁を越えて集結し、実践的な教育を受けながら活動しており、
研究分野は生命科学、生物学、医学、理工学など多岐にわたります。ま
た、東京女子医科大学と早稲田大学が持つ知識の実践連携を元に、最
先端テクノロジーの導入による新しい治療や、病気の予防技術への挑
戦を続けています。先進医療技術が一刻も早く第一線の治療に届くた
めの方策の検討や、次世代の医療を担う人材の育成に積極的に取り組
んでいます。

　本学は、海外の優れた学術機関との交流協定の締結やこれら協定に
基づく学生交流・学術交流を進めており、7つの地域にある海外拠点
は交流のサポートを行っています。このうち北米と欧州の拠点は国際
的な研究交流連携を構築するための活動を行っています。
　サンフランシスコオフィス（2012年開設）は、北米地域における本
学の教育・研究活動の支援をはじめとする多岐にわたる業務をカバー
しています。研究に関しては、本学の北米関係研究者の支援や本学研
究戦略センターと協働での米国の研究大学や研究機関とのネットワー
ク形成・強化を行っています。また、シリコンバレーを含むベイエリアや
他エリアにおいてもネットワークを構築し、研究者のみならず本学学生
の現地での活動をバックアップしています。
　ブリュッセルオフィス（2016年開設）は、ヨーロッパにおける国際共
同研究の促進と国際発信の強化を目的として開設されました。欧州連
合の首都である当地には、教育・研究分野においても多くの情報が集
まり、様々な学術振興プログラムが展開される中心地として、その役割
は重要性を増しています。本学はブリュッセルオフィスを通じて欧州の
学術関連機関とのネットワークを形成・強化しており、例えば2016年
10月には「EU-Japan Forum」を開催しました。国際連携パートナー
としてのWASEDAが選ばれるよう、活動をしています。

高度先端医療の実現を目指す次世代型医理工連携推進の拠点

教育・研究サポートを行う海外拠点

先端生命医科学センター（TWIns）
Center for Advanced Biomedical Sciences : TWIns, Waseda

サンフランシスコオフィス・ブリュッセルオフィス
San Francisco Office・Brussels Office

設　置  理工学術院　　 設立年  2008年　　 教員・研究所員数  279人（学外：80人）　　 Website  https://www.waseda.jp/inst/twins/

設　置  国際部　　 設立年  2012年（サンフランシスコオフィス）
2016年（ブリュッセルオフィス）    教員・研究所員数  ─　　 Website  http://www.waseda.jp/inst/us-office/ （サンフランシスコオフィス）

https://www.waseda.jp/inst/brussels-office/en/ （ブリュッセルオフィス）

▲ TWInsの外観

▲導電性高分子からなる厚さ約300nmの超
薄膜（導電性ナノシート）を手のひらに貼付
し、三角形の枠状にくりぬいた隙間に配置
した3つのLEDを点灯させることで、夏の
夜空に輝く「夏の大三角」を表現した

▲３階共用実験室にて、生命科学系分野の専
門実験の様子

▲拍動循環試験装置を用いて新規開発した
ステントレス僧帽弁の水力学特性を評価
した

▲サンフランシスコオフィス入居ビル外観

▲サンフランシスコオフィス

▲ EU-Japan Forum  
研究者向けラウンドテーブル

▲ブリュッセルオフィス看板

学術研究倫理委員会
学術研究倫理委員会は、研究活動に係る不正防止および不正行為への対応に関する規程に基づき設置され、不正防止、不正対
応に取り組んでいます。

利益相反マネジメントの実施
本学は、公的資金研究に関係する利益相反を対象として、「公的研究費に関する利益相反マネジメント規程」を制定し、同規程に
基づき設置した利益相反マネジメント委員会の下で当該マネジメントを実施しています。

研究倫理に係る取り組み

学術研究倫理に係る規定等の制定
早稲田大学学術研究倫理憲章は、本学の研究活動に携わるす
べての研究者等の倫理的な態度、行動規範として制定されまし
た。学術研究倫理に係るガイドラインは、学術研究倫理憲章に
則った行動指針であり、大学の責務と、研究者の責務について、
具体的に定めています。また、研究活動に係る不正防止および
不正行為への対応に関する規程では、研究不正、研究費不正の
防止と不正行為への対応を定めています。

学術研究倫理に関する行動規範・規程等

早稲田大学学術研究倫理憲章

学術研究活動に係る者の倫理的な態度と行動規範

学術研究倫理に係るガイドライン

研究者の責務や研究活動の適切な遂行等に係る具体的な指針

研究活動に係る不正防止および
不正行為への対応に関する規程

研究／研究費不正の防止と不正行為への対応等に係る規程

研究・実験に関する審査体制
本学では研究対象を保護し、研究の公正性と信頼性
を確保することを目的として、各規程を定め研究計画
の倫理審査および実験計画の審査を行っています。

人を対象とする
研究に関する

倫理審査委員会

ヒトゲノム・
遺伝子解析研究

倫理委員会

ヒトES細胞研究
専門倫理委員会

動物実験
審査委員会

遺伝子組換え
実験

審査委員会

研究倫理オフィス ▶ https://www.waseda.jp/inst/ore/

その他の研究組織等 Other Research Organizations
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TO THE WORLD

世界で高く評価される
早稲田大学の研究力
早稲田大学は、「Waseda Vision 150」のもと、総合大学の強みである多様な分野での
知の集積を活用しながら、未来をイノベートする独創的研究を推進しています。
最新の世界大学ランキング（Quacquarelli Symondsランキング）で9つの研究分野が
世界100位以内に入るなど、早稲田大学の研究力は世界的に高く評価されています。

2017年3月に発表された「QS World University Rankings by Subject 2017」において、
早稲田大学は、全46分野のうち、前年の3倍となる9分野が100位以内に入りました。

QS World University Rankings
by Subject 2017

９分野で
世界100位以内に
ランクイン!!

QS Graduate Employability Rankings 2017
卒業生の活躍ぶりを評価するランキングで、
国内では 2年連続の 1位獲得。世界 26位。

THE（Times Higher Education）
世界大学ランキング 日本版 2017 

8分野  国内1位
科学研究費助成事業の

分野別採択件数ランキング
（2012～2016年）

日本文学、日本語教育、外国語教育、民事法学、新領域法学、政治学、社会学、金融・ファイナンス

国内私大1位
高被引用論文 国内ランキング
クラリベイト・アナリティクス

（2006～2016年）

国内私大1位
外国企業との共同研究費受入額

文部科学省
「大学等における産学連携等実施状況について」

2015年度調査

国内私大1位
論文引用度指数 国内ランキング
クラリベイト・アナリティクス

（2011～2015年）

新設「Sports-related Subjects」世界19位／ 国内1位Close up 

▲



（百万円）

（億円）

受入研究費の推移　
2012 2013 2014 2015 2016

科学研究費助成事業 2,671 2,844 2,794 2,774 2,867

補助金 2,779 2,290 2,838 1,809 1,118

受託・共同研究(公的）※1 2,665 3,366 3,375 4,128 4,070

受託・共同研究（民間）※1 1,030 1,241 1,408 1,511 1,619

研究助成金 ※2 152 150 133 134 118

指定寄付金 ※3 336 406 345 451 585

合　計 9,633 10,297 10,893 10,806 10,378

間接的経費（一般管理費＋間接経費） 12.8 14.6 14.6 15.6 16.6

※ 1  2014 年度以降の受託・共同研究費は、入金実績額で集計
※ 2  研究助成金：民間財団等から学術研究の発展等を目的として受け入れる研究費
※ 3  指定寄付金：本学の研究活動への支援のため寄せられる寄付金
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間接的経費（一般管理費＋間接経費）

受託・共同研究（民間） 指定寄付金（研究支援目的）研究助成金

科学研究費助成事業 補助事業 受託・共同研究（公的）

2012 2013 2014 2015 2016
0

5
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15
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2012 2013 2014 2015 2016

採択件数 816 883 929 946 982

採択件数全国順位 14 12 12 12 12

採択件数、及び全国順位

科学研究費助成事業の採択状況

日本文学
日本語教育
外国語教育
民事法学

新領域法学
政治学
金融・ファイナンス
社会学

採択件数 1 位の研究細目（過去 5 年間累計）

※ 文部科学省研究振興局「平成２８年度科学研究費助成事業の配分について」より
　 http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/hojyo/1377914.htm

QS 分野別ランキング
（　）内の数字は 50位以内の順位

年 50位以内 100位以内 200位以内 100位以内の分野内訳

2017 3分野 9分野 24分野

·  Linguistics
·  Modern Languages （41）
·  Eng. - Mech., Aeronautical & Manufact.
·  Eng. - Mineral & Mining（50）
·  Geography & Area Studies
·  Business & Management Studies
·  Politics & International Studies
·  Sociology
·  Sports-Related Subjects（19）

2016 1分野 3分野 21分野
·  Modern Languages （46）
·  Politics & International Studies
·  Sociology

2015 1分野 5分野 21分野

·  History
·  Linguistics
·  Modern Languages （49）
·  Law
·  Politics & International Studies

2014 1分野 5分野 13分野

·  Linguistics
·  Modern Languages（36）
·  Eng. – Mech., Aeronautical & Manufact.
·  Economics & Econometrics
·  Law

研究活動データ

2014 年度　 ベンチャー数67社

私大1位  国内5位   

2016 年度　 ベンチャー数62社

私大1位  国内6位   
ベンチャー設立数、
早稲田が3年連続で私大1位!!
経済産業省が実施した「平成28年度大学発ベンチャー調査」において、早稲田大学は、大学別の
大学発ベンチャー企業数で私大1位になりました。2014、2015年度の調査でも早稲田大学は、
私大1位を記録しており3年連続となります。早稲田大学ではインキュベーション推進室を設置し、
学生・教職員の研究成果や学習成果を活用したベンチャー企業を育成し、イノベーションの創出を
支援しています。

出典：経済産業省 平成 28 年度産業技術調査事業（大学発ベンチャーの設立状況等に関する調査）

2015 年度　 ベンチャー数65社

私大1位  国内5位
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